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項目 種類 名称 凡例

基準省令

指定地域密着型サービスの事業の人員、

設備及び運営に関する基準 （平成 18 年

厚生労働省令第 34 号）

密着基準 (※)

基準省令

指定地域密着型介護予防サービスの事業

の人員、設備及び運営並びに指定地域密

着型介護予防サービスに係る介護予防の

ための効果的な支援の方法に関する基準

（平成18年厚生労働省令第36号）

密着予防基準 (※)

解釈通知

指定地域密着型サービス及び指定地域密

着型介護予防サービスに関する基準につ

いて (平成 18 年 3 月 31 日老計発第

0331004 号、老振発第0331004 号、老老

発第 0331017 号)

密着基準解釈通知

基準省令

指定地域密着型サービスに要する費用の

額の算定に関する基準 (平成 18 年厚生労

働省告示第 126 号)

密着算定基準

基準省令

指定地域密着型介護予防サービスに要す

る費用の額の算定に関する基準 (平成 18

年厚生労働省告示第 128号)

密着予防算定基準

解釈通知

指定地域密着型サービスに要する費用の

額の算定に関する基準及び指定地域密着

型介護予防サービスに要する費用の額の

算定に関する基準の制定に伴う実施上の

留意事項について (平成 18 年老計発第

0331005 号、老振発第 0331005 号、老

老発第 0331018 号)

密着算定基準留意事項

【基準・解釈通知一覧】

※  指定基準は平成２５年度から宇城市の条例において定めましたが、本手引きにおいては基準省令の条

項で記載しています（一部独自規定部分のみ条例を記載）。基準省令と異なる本市の独自基準について

は、『宇城市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例』（平

成 25 年条例第 6 号）及び『宇城市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並び

に指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める

条例』（平成25年条例第7号）（以下「条例」という）を参照ください

人員・設備・運営

介護報酬の算定



 

 

常勤換算方法について 
 

事業所の従業者の員数を，常勤の従業者の員数に換算する方法。計算方法は以下のとおり。 

 

Ａ÷Ｂ で得られた数字が，事業所の常勤換算による員数となる。 

A ＝ 事業所の従業者の勤務延時間数（１週間の従業者の勤務時間を全部合計したもの。時間外勤務の時間は含まない。） 

B ＝ 事業所の常勤の従業者が勤務すべき時間。これが 32 時間より下回る場合は，32 時間とする。 

フルタイムの正社員の１週間に勤務すべき時間の合計がこれに相当する。 

例えば，勤務時間：９時から 18 時，休憩時間：１時間，週５日勤務の正社員 

であれば，１日８時間×週５日＝40 時間となる。 

 
※ 正社員，パート，派遣労働者等の労働形態や，常勤や非常勤とは関係なく，単に勤務時間の

数のみに着目して計算する。 

なお，他の事業所と兼務関係にある場合は，その事業所において勤務する時間のみで計算す

る。 

 

（設問）事業所の職員構成が以下のような場合，常勤換算後による員数は何人か。 

正社員１ （１日８時間で週５日勤務） 

正社員２ （１日８時間で週５日勤務。ただし，うち３日は，併設事業所で勤務）  

パート１ （１日６時間で週３日勤務） 

パート２ （１日６時間で週２日勤務） 

 パート３ （１日３時間で週５日勤務）  

派遣労働者（１日８時間で週５日勤務） 

 

（解答）まず，各職員のその事業所での１週間の勤務時間を計算すると， 

 正社員１  ８時間×５日 ＝ ４０時間 

正社員２   ８時間×２日 ＝ １６時間（併設事業所の勤務日は除かれるため，２日で計算） 

パート１    ６時間×３日 ＝ １８時間 

パート２    ６時間×２日 ＝ １２時間 

パート３    ３時間×５日 ＝ １５時間 

派遣労働者 ８時間×５日 ＝ ４０時間 

職員の延勤務時間 １４１時間 （＝Ａ） 

 
次に，事業所の常勤の従業者が勤務すべき時間は， 

 正社員の１日８時間で週４０時間。（＝B） 

 

常勤換算の計算方法は，Ａ÷Ｂ であるから 

１４１÷４０ ＝ ３．５２５人 となる。 
 

※ 常勤換算後の介護職員という場合，その事業所での介護職員としての勤務時間にのみ 

着目して，上記と同様に計算すればよい。
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単独型，併設型及び共用型について 

 

「単独型」（密着基準第 42 条） 

特別養護老人ホーム，養護老人ホーム，病院，診療所，介護老人保健施設，介護医療院， 

その他社会福祉法第 62 条第１項に規定する社会福祉施設又は特定施設に併設されていな

い事業所において行われるもの。 

 

「併設型」（密着基準第 42 条） 

特別養護老人ホーム，養護老人ホーム，病院，診療所，介護老人保健施設，介護医療院， 

その他社会福祉法第 62 条第１項に規定する社会福祉施設又は特定施設に併設されている

事業所において行われるもの。 

 

「共用型」（密着基準第 45 条） 

（介護予防）認知症対応型共同生活介護事業所の居間又は食堂，地域密着型特定施

設， 若しくは地域密着型介護老人福祉施設の食堂又は共同生活室において，これらの

事業所，施設 の利用者・入居者・入所者とともに行うもの。 

※事業者は指定居宅サービス，指定地域密着型サービス，指定居宅介護支援，指定介

護予防サービス，指定地域密着型介護予防サービス，指定介護予防支援の事業，又は

介護保険施設若しくは指定介護療養型医療施設の運営について３年以上の経験を有す

る者でなければならない。（密着基準第 4６条第２項） 

 

1 認知症対応型通所介護事業に関する事項 

 

Ⅰ 認知症対応型通所介護事業とは 

【 定 義 】（介護保険法（以下「法」という。）第８条第１8 項） 

居宅要介護者であって，脳血管疾患，アルツハイマー病その他の要因に基づく脳の器質

的な変化により日常生活に支障が生じる程度にまで記憶機能及びその他の認知機能が低下

した状態である者について，サービスの拠点に通わせ，当該施設において，入浴，排せつ， 食

事等の介護，生活等に関する相談・助言健康状態の確認その他の必要な日常生活上の世話，

機能訓練を行うこと。 

 

【 基本方針 】（密着基準第 41 条） 

要介護状態となった場合においても，その認知症である利用者が可能な限り居宅におい

て，その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう生活機能の維持又は

向上を目指し，必要な日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより，利用者の社会的

孤立感の解消及び心身の機能の維持並びに利用者の家族の身体的及び精神的負担の軽減を

図るものでなければならない。  
 

 

 

Ⅱ 人員に関する基準 

１ 単独型及び併設型 

(1) 管理者（密着基準第 43 条） 

・事業所ごとに，専らその職務に従事する常勤の者であること。（ただし，管理上支障 
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＊兼務について＊ 

管理者の兼務については，管理上支障がない場合に限り認められています。管理

者としての経験が長く，管理業務に精通している場合には，兼務を行っても支障が

ない状況もあると思われますが，新しい管理者に変更した場合には，前もって兼務

により管理上支障がないかを判断することは困難です。特に管理業務に初めて携わ

る場合等には管理業務に支障が出るのみならず，兼務を行っている介護業務にも支

障をきたす恐れがあります。前任者が行っていた兼務をそのまま引継ぐ人員配置で

はなく，従業員の状況，利用者の状況等を踏まえ，業務に精通するまでの間は兼務を解く

等の検討を行ってください。利用者の家族等から「管理者が変わったが，忙しそうで声

が掛けられない」「事業所を訪れても管理者が不在で，いつも夜勤明けでいないと言わ

れる」等の相談が多く寄せられます。このような印象を利用者や家族がもたれる

と，事業者側の過失と言い難い内容の事故が発生しても，家族に理解を頂けず，大

きな問題に発展することもあります。 

兼務については利用者の状況や，管理者の経験年数等を十分に斟酌し，慎重に判断

し，事故の無いように注意してください。 

＜他市町村における不適正事例について＞ 

・管理者が加算要件の職を兼ねることによって加算を算定することはできない。 

 例）管理者が，専らサービスの提供にあたる機能訓練指導員を兼ね、個別機能訓練

加算を算定していた。 

がない場合は，当該事業所の他の職務，または同一敷地内にある他の事業所・施設

等の職務に従事することができる。） 
 

・適切なサービスを提供するために必要な知識及び経験を有する者であって，「認知症

対応型サービス事業管理者研修」を修了しているものであること。 

 

 

(2) 生活相談員（密着基準第 42 条） 

・提供日ごとに，サービス提供している時間帯に生活相談員が勤務している時間数を

サービス提供開始時刻から終了時刻までの時間数で除して得た数が１以上確保され

るための配置が必要。 

・生活相談員となる資格は，社会福祉士，社会福祉主事（任用資格含む），精神保健福 

祉士，※介護福祉士，※介護支援専門員，※通算４年以上、常勤で、認知症対応型通 

所介護事業所等に従事した者（勤務証明書必要） 

※は宇城市において社会福祉主事と同等以上の能力を有すると定めた者。 

（県の通所介護の基準を準用） 

・認知症対応型通所介護事業所が，利用者の地域での暮らしを支えるため，医療機関，                                                                                                                                                                                                                              

他の居宅サービス事業者，地域の住民活動等と連携し，当該事業所を利用しない日

でも当該利用者の地域生活を支える地域連携の拠点としての機能を展開できるよう

に， 生活相談員の確保すべき勤務延時間数には，「サービス担当者会議や地域ケア会

議に出席するための時間」，「利用者宅を訪問し，在宅生活の状況を確認した上で，利用

者の家族も含めた相談・援助のための時間」，「地域の町内会，自治会，ボランティア

団体等と連携し，利用者に必要な生活支援を担ってもらうなどの社会資源の発掘・

活用のための時間」など，利用者の地域生活を支える取組のために必要な時間も含

めることができる。ただし，生活相談員は，利用者の生活の向上を図るため適切な

相談・援助等を行う必要があり，これらに支障がない範囲で認められるものである。 



3 

 

＜他市町村における不適正事例について＞ 

・生活相談員，看護職員又は介護職員のうち常勤の従業者が配置されていない。 

（従業者全員が併設の有料老人ホームと兼務しており，事業所内に常勤職員の配

置がない等） 

・看護師の配置はあるが，勤務表が不明確であり，どの職種（看護，機能訓練等） 

で勤務しているのか確認できない。 

・個別機能訓練加算を算定していないことを理由に，機能訓練指導員を配置してい

ない。 

 

(3) 看護師若しくは准看護師（以下「看護職員」という）または介護職員 

（密着基準第 42 条） 

・事業所の単位ごとに，専らサービスの提供にあたる看護職員または介護職員が１

以上。そして，事業所のサービスの提供時間数に応じて，専らサービスの提供に

当たる看護職員または介護職員が１以上。 

・単位ごとに２人以上配置する必要がある。 

 

(4) 機能訓練指導員（密着基準第 42 条） 

・事業所ごとに，専らサービスの提供にあたる機能訓練指導員が１以上。（ただし，当

該事業所の他の職務に従事することもできる。） 

・「日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練を行う能力を有する者」

であること。 

＊「訓練を行う能力を有する者」とは 

・理学療法士 ・作業療法士   ・言語聴覚士 ・看護職員 ・柔道整復師 

・あん摩マッサージ指圧師 ・はり師又はきゅう師（理学療法士，作業療法士，言

語聴覚士，看護職員，柔道整復師，あん摩マッサージ指圧師の資格を有する機

能訓練指導員を配置した事業所で６月以上機能訓練指導員に従事した経験を有

する者に限る。） 

※ 生活相談員，看護職員または介護職員のうち１人以上は常勤であること。 

※ 個別機能訓練加算を算定する場合においては，専従が要件となる管理者と個別機

能訓練指導員の職務を兼務できないこと。 

 

全サービス共通 ＜常勤要件について＞ 

【Ｑ】各加算の算定要件で「常勤」の有資格者の配置が求められている場合、育児休業、

介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第７

６号。以下「育児・介護休業法」という。）の所定労働時間の短縮措置の対象者に

ついて常勤の従業者が勤務すべき時間数を３０時間としているときは、当該対象者に

ついては３０時間勤務することで「常勤」として取り扱って良いか。 

【Ａ】そのような取扱いで差し支えない。 

（平成２７年介護報酬改定に関するＱ＆A（Vol.1）【最新 Vol.454】） 
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認知症対応型通所介護事業 ＜看護・介護職員の兼務について＞ 

【Ｑ】（認知症対応型通所介護）基準省令第４２条第１項第２号の「専ら当該認知症対応型通

所介護の提供に当たる看護職員又は介護職員が 1 以上」に当たる職員は、一般の介護事業所を

併設している場合、その職務に当たることもできるか。 

【Ａ】当該職員については､認知症対応型通所介護事業所に勤務しているときにその職務に専

従していればよく、認知症対応型通所介護事業所に勤務していない時間帯に一般の通所介護事

業所に勤務することは差し支えない。 

（介護老人福祉施設及び地域密着型サービスに関するＱ＆A【改革 Vol.127】） 

 

認知症対応型通所介護事業 ＜看護職員の配置＞ 

【Ｑ】単独型併設型指定認知症対応型通所介護においては、看護職員の配置が新たに必要とな

るのか。 

【Ａ】単独型併設型指定認知症対応型通所介護については、従前の認知症専用単独型併設型指

定通所介護の施設基準と同様、看護臓員又は介護職員を、単独型・併設型指定認知症対応型通 

所介護の単位ごとに２名以上配置すれば足り、必ずしも看護職員を置かなくても良い。 

（全国介護保険担当課長ブロック会議資料Ｑ＆Ａ【会議資料】） 

全サービス共通 ＜人員配置基準における両立支援＞ 

【Ｑ】人員配置基準や報酬算定において「常勤」での配置が求められる職員が、産前産後 休業

や育児・介護休業等を取得した場合に、同等の資質を有する複数の非常勤職員を常勤換算す

ることで、人員配置基準を満たすことを認めるとあるが、「同等の資質を有する」かについ

てどのように判断するのか。 

【Ａ】介護現場において、仕事と育児や介護との両立が可能となる環境整備を進め、職員の離

職防止・定着促進を図る観点から、以下の取扱いを認める。 

＜常勤の計算＞ 

育児・介護休業法による育児の短時間勤務制度を利用する場合に加え、同法による介護の短時

間勤務制度や、男女雇用機会均等法による母性健康管理措置としての勤務時間の短縮等を利用

する場合についても、30 時間以上の勤務で、常勤扱いとする。 

＜常勤換算の計算＞ 

職員が、育児・介護休業法による短時間勤務制度や母性健康管理措置としての勤務時間の短縮

等を利用する場合、週 30 時間以上の勤務で、常勤換算上も１と扱う。 

※平成 27 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（平成 27 年４月１日）問２は削除する。 

＜同等の資質を有する者の特例＞ 

「常勤」での配置が求められる職員が、産前産後休業や育児・介護休業、育児休業に準ずる休

業、母性健康管理措置としての休業を取得した場合に、同等の資質を有する複数の非常勤職員

を常勤換算することで、人員配置基準を満たすことを認める。・なお、「同等の資質を有す

る」とは、当該休業を取得した職員の配置により満たしていた、勤続年数や所定の研修の修了

など各施設基準や加算の算定要件として定められた資質を満たすことである。 

（令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）【最新情報 Vol.941】） 
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通所系サービス共通 ＜生活相談員及び介護職員の配置基準＞ 

【Ｑ】 生活相談員及び介護職員の配置基準について、「生活相談員又は介護職員のう 

ち１人以上は、常勤でなければならない」こととなっているが、営業日ごと又は単位ご

とに 常勤職員を配置する必要があるのか。 

【Ａ】営業日ごと又は単位ごとに常勤職員を配置する必要はなく、事業所として常勤の生活

相談員又は介護職員を１名以上確保していれば足りる。 

通所系サービス共通 ＜看護職員と機能訓練指導員の兼務＞ 
【Ｑ】 通所介護等事業所において配置が義務づけられている看護職員は、機能訓練指導員を

兼ねることができるか。 

【Ａ】※ ①② は通所介護、地域密着型通所介護のため省略。 

③ 認知症対応型通所介護事業所（単独型・併設型事業所に限る。）及び介護予防認知症対

応型通所介護事業所（単独型・併設型事業所に限る。）における取扱い 

－ 看護職員の配置基準は介護職員と一体のものとして定められており、以下のａ及びｂを

満たす必要があるとされている。 

ａ 指定認知症対応型通所介護（指定介護予防認知症対応型通所介護）の単位ごとに、 指

定認知症対応型通所介護の提供に当たる看護職員又は介護職員を１以上配置 

ｂ 指定認知症対応型通所介護（指定認知症対応型通所介護）を提供している時間帯に、専

ら指定認知症対応型通所介護（指定介護予防認知症対応型通所介護）の提供に当たる看

護職員又は介護職員が勤務している時間数の合計数を提供単位時間数で除して得た数が

１以上確保されるために必要と認められる数を配置 

－ 機能訓練指導員の配置基準は、指定認知症対応型通所介護事業所（指定介護予防認知症対

応型通所介護事業所）ごとに１以上と定められている。 看護職員又は介護職員に係る配

置基準を、看護職員により満たしている事業所にあっては、 

－ ａの場合は、看護職員、機能訓練指導員とも配置時間に関する規定はないことから、 看護職

員としての業務に従事していない時間帯において、機能訓練指導員として勤務すること

は差し支えない。 

－ ｂの場合は、看護職員としての業務に従事していない時間帯において、機能訓練指導員

として勤務することは差し支えない。（機能訓練指導員として勤務している時間数は、専

ら指定認知症対応型通所介護（指定介護予防認知症対応型通所介護）の提供に当たる看

護職員としての勤務時間数に含めない。） 

なお、①②③いずれの場合においても、都道府県・市町村においては、看護職員としての

業務と機能訓練指導員の業務のいずれも行う職員が、本来の業務である利用者の健康管

理や観察を行いつつ、機能訓練指導員の業務をなし得るのかについて、事業所ごとにそ

の実態を十分に確認することが必要である。 

（次ページへ続く） 
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【Ｑ】認知症対応型共同生活介護を利用して行う共用型認知症対応型通所介護に必要な介護従業者

の員数はどのように考えればよいか。 

【Ａ】共用型認知症対応型通所介護を行う時間帯について、認知症対応型共同生活介護の利用者

と共用型認知症対応型通所介護の利用者の合計数を基準として、常勤換算方法で３又はその

端数を増すごとに１以上の介護従業者が必要となる。 

（全国介護保険担当課長ブロック会議資料Ｑ＆Ａ【会議資料】） 

 

 

２ 共用型 

(1) 管理者（密着基準第 4７条） 

単独型及び併設型と同じ。 

(2) 介護従業者（密着基準第 4５条） 

共用する事業所，施設の利用者，入居者・入所者の数と当該通所介護の利用者の

数を合計した数について，（介護予防）認知症対応型共同生活介護事業所，地域密着

型特定施設，地域密着型介護老人福祉施設の従業員の員数を満たすために必要な数

以上。 

 

 

 

 

 

通所系サービス共通 ＜管理者と機能訓練指導員の兼務＞ 

【Ｑ】 通所介護等事業所において配置が義務づけられている管理者は、機能訓練指導員を兼ねる

ことができるか。 

【Ａ】・管理者の配置基準は、指定通所介護等事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の
管理者を置くこと（ただし、指定通所介護等事業所の管理上支障がない場合は、当
該指定通所介護等事業所の他の職務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業所、
施設等の職務に従事することができる。） となっている。また、機能訓練指導員の
配置基準は、指定通所介 護等事業所ごとに１以上と定められている。 
・このため、通所介護等事業所において配置が義務づけられている管理者は、指定通所

介護等事業所の管理上支障がない場合、管理者としての職務に加えて、機能訓練指導

員の職務に従事することが可能である。 

 

（令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.3）【最新情報 Vol.952】） 



7 

 

○共用型指定認知症対応型通所介護事業所の利用定員（共用型のみ） 

【Ｑ】 共用型指定認知症対応型通所介護事業所の利用定員については、 

・指定（介護予防）認知症対応型共同生活介護事業所においては、共同生活住居ごとに  

１日当たり３人以下 

・指定地域密着型特定施設又は指定地域密着型介護老人福祉施設（ユニット型指定地域

密着型介護老人福祉施設を除く。）においては、施設ごとに１日当たり３人以下 

・ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設においては、ユニットごとに当該ユニ 

ット型指定地域密着型介護老人福祉施設の入居者の数と当該共用型指定（介護予防） 

認知症対応型通所介護の利用者の数の合計が１日当たり 12 人以下とされているが、１ 

日の利用延人員数が３人まで（12 人まで）ということか。 

【Ａ】 利用定員に係る要件として定められる「１日当たり３人以下（12 人以下）」とは、同

一時間帯に受け入れることが可能である人数を示したものであり、従って、例え

ば午前のみ（午後のみ）利用する者がいる事業所にあっては、１日の利用延人員

数が３人（12 人） を超えることも想定される。 

※ 指定基準、介護報酬等に関するＱ＆Ａ（平成 18 年２月）問 42 は削除する。 

 

【Ｑ】 共用型指定（介護予防）認知症対応型通所介護を行う指定（介護予防）認知症対応

型共同生活介護事業所に複数のユニットがある場合、または共用型指定（介護予防）

認知症対応型通所介護を行うユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設に複数の

ユニットがある場合、利用者をいずれのユニットで受け入れてもよいのか。 

【Ａ】 指定（介護予防）認知症対応型共同生活介護事業所又はユニット型指定地域密着型 

介護老人福祉施設に複数のユニットがある場合は、共用型指定認知症対応型通所介 

護事業所の利用者及び指定（介護予防）認知症対応型共同生活介護事業所又はユニ 

ット型指定地域密着型介護老人福祉施設の入居者の両方に対してケアを行うのに充 

分な広さを確保できるのであれば、どのユニットで受け入れても差し支えない。 

※ 指定基準、介護報酬等に関するＱ＆Ａ（平成 18 年２月）問 43 は削除する。 

（令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.3）【最新情報 Vol.952】） 

 

Ⅲ 設備に関する基準 

１ 単独型及び併設型（密着基準第 4４条） 

(1) 食堂及び機能訓練室 
合計した面積が３㎡×利用定員以上であること。 

(2) 静養室 

(3) 相談室 

遮へい物の設置等により相談内容が漏洩しないよう配慮されていること。 

(4) 事務室 

専用のスペースとなっていること。 

(5) 消火設備その他の災害に関して必要な設備 
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消防法その他の法令等に規定された設備であること。 

※ 宿泊サービスを行う場合には，宿泊を行う施設の区分に応じて対応すること。 

(6) 利用定員 

１単位あたり，１２人以下。 

 

＜設備の共有について＞ 

単独型・併設型認知症対応型通所介護事業所と居宅サービス事業所等を併設している

場合に，利用者へのサービス提供に支障がない場合は，設備基準上両方のサービスに規

定がある事務室は共用が可能である。 

また，設備については，玄関，廊下，階段，送迎車両など，基準上は規定がない設備

についても共用が可能である。 

なお，設備を共用する場合，認知症対応型通所介護事業者は，事業所において感染症

が発生し，又はまん延しないように必要な措置を講じるよう努めなければならないが， 

更に衛生管理等に努めること。 

 

※ 夜間及び深夜に介護保険外サービス（宿泊サービス）を提供する場合 

単独型・併設型認知症対応通所介護事業所の設備を利用し，夜間及び深夜に認知症対

応型通所介護以外のサービス（以下「宿泊サービス」という。）を提供する事業所につい

ては，当該サービスの内容を事前に市長に届け出ることが必要。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 共用型 

(1) 施設（密着基準第 4５条） 

（介護予防）認知症対応型共同生活介護事業所，地域密着型特定施設，地域密着型介

護老人福祉施設 

(2) 利用定員（密着基準第 4６条） 

１日当たりの利用定員（同一時間帯に受け入れることができる利用者の上限をいう。） 

認知症対応型共同生活介護事業所 
共同生活住居（ユニット）ごとに３人以下 

指定地域密着型特定施設 

指定地域密着型介護老人福祉施設 

（ユニット型を除く） 

 

施設ごとに３人以下 

指定地域密着型介護老人福祉施設 

（ユニット型） 

１ユニット当たりユニットの入居者と併せて 12 人

以下 

 

 

 

【Ｑ】一般の通所介護と認知症対応型通所介護を、同一時間帯に同一の場所を用いて行うこと

は可能か。 

【Ａ】認知症対応型通所介護は、対象者を認知症の者に限定し、認知症の特性に配慮したサービ

ス形態であることから、一般の通所介護と一体的な形で実施することは認められない。 

同じ事業所で同一の時間帯に行う場合には、例えばパーテーション等で間を仕切るなど

により、職員、利用者及びサービスを提供する空間を明確に区別することが必要であ

る。 

（全国介護保険担当課長ブロック会議資料Ｑ＆Ａ【会議資料】） 
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＜他市町村における不適正事例＞ 

・重要事項説明書に「提供するサービスの第三者評価の実施状況」の記載がな

い。 

・重要事項についての説明及び書面交付の記録がない。 

・重要事項説明書の記載内容が契約書や運営規程の内容と異なっている。 

＊重要事項説明について＊ 

重要事項説明とは，契約に際して重要事項説明書に基づき，契約に関する重要

事項を利用者に対し説明することです。 

契約書は掲載内容が多い為，“聞いていなかった”という原因でトラブルが起こ

ることがあります。これを防止するために，重要事項説明があります。契約に際

して重要な事項を「重要事項説明書」を使って説明し，この内容について，利用

者が確かに説明を聞いたということを，書面で確認するためのものです。 

利用者と事業者双方をトラブルから守るものになりますので，丁寧に行ってい

ただくことが大切です。 

Ⅳ 運営に関する基準 

１ 内容及び手続の説明及び同意（密着基準第６１条により準用する第３条の７） 
 

・サービスの提供の開始に際し，あらかじめ，利用申込者又はその家族に対し，「運営規

程の概要」「従業者の勤務の体制」「事故発生時の対応」「苦情処理の体制」「提供する

サービスの第三者評価の実施状況（実施の有無，実施した直近の年月日，実施した評

価機関の名称，評価結果の開示状況）」等の利用申込者がサービスの選択に資すると

認められる重要事項を記した文書を交付して説明を行い，当該サービスの提供を受け

ることにつき，利用申込者の同意を得なければならない。 

 

 

２ 提供拒否の禁止（密着基準第６１条準用する第３条の８） 

・正当な理由なく認知症対応型通所介護の提供を拒んではならない。 

※正当な理由の例 

・事業所の現員からは利用申込に応じきれない場合 

・利用申込者の居住地が事業所の通常の実施地域外である場合 

・利用申込者の病状等により適切なサービスの提供が困難と判断した場合 

 

３ サービス提供困難時の対応（密着基準第６１条で準用する第３条の９） 

・正当な理由で，自ら適切なサービスを提供することが困難であると認めた場合は，利

用申込者に係る居宅介護支援事業者への連絡，適当な他の認知症対応型通所介護事業

者等の紹介その他の必要な措置を速やかに講じること。 

 

４ 受給資格等の確認（密着基準第６１条で準用する第３条の１０） 

・被保険者証によって，被保険者資格，要介護認定の有無及び要介護認定の有効期間を

確かめること。 

・利用者の被保険者証に，地域密着型サービスの適切かつ有効な利用等に関し被保険者

が留意すべき事項について認定審査会意見が記載されているときは，認定審査会意見

に配慮して，サービスを提供するように努めること。 

 

 

 
 

【利用者の把握について】 

・認知症対応型通所介護の対象者は，認知症の方に限られます。利用者が認知症であ

ることを診断書や主治医意見書等，医師の判断の聴取等で確認し，その内容（診断日， 

医療機関，医師名等）を記録してください。若年性認知症利用者についても同様です。 



10 

 

＜他市町村における不適正事例＞ 

・サービス担当者会議等の記録が残されていない等，利用者の心身の状況等を把握し

ていない。 

〈他市町村における不適正事例＞ 

・本人の心身の状況等により居宅サービス計画の内容の変更が必要だと認識している

にも関わらず，居宅介護支援事業者への連絡する等の必要な援助を行っていない。 

＜他市町村における不適正事例＞ 

・居宅サービス計画の内容に沿ったサービスの提供が行われていない。 

５ 要介護認定の申請に係る援助（密着基準第６１条で準用する第３条の１１） 

・新規，更新の申請について必要な援助を行うこと。 

 

６ 心身の状況等の把握（密着基準第６１条で準用する第２３条） 

・介護支援専門員が開催するサービス担当者会議等を通じて，利用者の心身の状況，そ

の置かれている環境，他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に 

努めること。 

 

７ 居宅介護支援事業者等との連携（密着基準第６１条で準用する第３条の１３） 

・認知症対応型通所介護を提供するに当たっては，居宅介護支援事業者その他保健医療

サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めること。 

・認知症対応型通所介護の提供の終了に際しては，利用者又はその家族に対して適切な

指導を行うこと。 

・利用者に係る居宅介護支援事業者に対する情報の提供，保健医療サービス又は福祉サ

ービスを提供する者との密接な連携に努めること。 

 

 

８ 法定代理受領サービスの提供を受けるための援助（密着基準第６１条で準用する第３条の 14） 

・サービスの提供の開始に際し、当該利用申込者又はその家族に対し、居宅サービス計

画の作成を指定居宅介護支援事業者に依頼する旨を市に対して届け出ること等により、

サービスの提供を法定代理受領サービスとして受けることができる旨を説明すること 

・指定居宅介護支援事業者に関する情報を提供することその他の法定代理受領サービス

を行うために必要な援助を行わなければならない。 

 

９ 居宅サービス計画に沿ったサービスの提供（密着基準第６１条で準用する第３条の１５） 

・認知症対応型通所介護は，既に居宅サービス計画が作成されている場合は，当該居宅

サービス計画に沿った提供を行うこと。 

 

 

10 居宅サービス計画等の変更の援助（密着基準第６１条で準用する第３条の１６） 

・利用者が居宅サービス計画の変更を希望する場合は，当該利用者に係る居宅介護支援

事業者への連絡その他の必要な援助を行わなければならない。 
 
 

 

 

 

 



11 

 

11 サービスの提供の記録（密着基準第６１条で準用する第３条の１８） 

・認知症対応型通所介護を提供した際には，認知症対応型通所介護の提供日，内容，保

険給付の額等を利用者の居宅サービス計画（利用票）等に記載すること。 

・提供した具体的なサービスの内容，利用者の心身の状況その他必要な事項を記載する

こと。 

・利用者からの申出があった場合には，文書の交付その他適切な方法により，その情報

を利用者に対して提供すること。 

・記録の保存期限は，完結してから５年間とすること。（宇城市条例より） 

 

 

 

 

 

 

12 利用料等の受領（密着基準第６１条で準用する第２４条） 
 

・法定代理受領サービスに該当５する認知症対応型通所介護を提供した際は，その利用者

から利用料の一部として，認知症対応型通所介護に係る地域密着型サービス費用基準額

から認知症対応型通所介護事業者に支払われる地域密着型サービス費の額を控除して得

た額の支払を受けるものとする。 

・法定代理受領サービスに該当しない認知症対応型通所介護を提供した際にその利用者か

ら支払を受ける利用料の額と，認知症対応型通所介護に係る地域密着型サービス費用基

準額との間に，不合理な差額が生じないようにしなければならない。 

・上記の利用料のほかに，以下に掲げる費用の額については，その支払いを受けることが

できることとし，保険給付の対象となっているサービスと明確に区分されないあいまい

な名目による支払いを利用者から受けないこと。 

＊利用者の選定により通常の事業の実施地域外の地域に居住する利用者に対して行う送迎

に要する費用 

＊通常要する時間を超える時間帯で，利用者の選定に係るものに伴い必要となる費用の範

囲内において，通常の費用を超えるもの（延長費用） 

＊食事の提供に要する費用 

＊おむつ代 

＊認知症対応型通所介護において提供される便宜のうち，日常生活において通常必    

要となるものに係る費用であって，その利用者に負担させることが適当と認められるも

の。（利用者の希望によって，身の回り品として日常生活に必要なものを事業者が提供

する場合に係る費用，教養娯楽として日常生活に必要なものを事業者が提供する場合に

係る費用） 

・費用の額の支払いを受けるに当たっては，あらかじめ，利用者又はその家族に対し，サービス

の内容及び費用について説明を行い，利用者の同意を得ること。 

・認知症対応型通所介護その他のサービス提供に要した費用につき，その支払いを受ける

際，支払いをした利用者に対し，領収証を発行すること。（法第４２条の２第９項で準

用する法第４１条第８項） 

・領収証は法第４２条の２第２項各号に規定する厚生労働大臣が定める基準により算定し

た費用の額に係るものとその他の費用の額を区分するとともに，その他の費用の額につ

いては，それぞれ個別の費用ごとに区分して記載すること。（介護保険法施行規則第６

５条の５で準用する介護保険法施行規則第６５条） 

 

 

 

 

〈他市町村における不適正事例＞ 

・サービスの提供内容，利用者の状況についての記録が不十分である。 

・サービスの提供記録の日付や内容の漏れ，記載誤り等の不備が散見される。 
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１３ 保険給付の請求のための証明書の交付（密着基準第６１条で準用する第 3 条の 20） 

   ・事業者は、法定代理受領サービスに該当しないサービスに係る利用料の支払を受け

た場合は、提供したサービスの内容、費用の額その他必要と認められる事項を記載

したサービス提供証明書を利用者に対して交付しなければならない。 

 

14 認知症対応型通所介護の基本取扱方針（密着基準第５０条） 

・認知症対応型通所介護は，利用者の認知症の症状の進行の緩和に資するよう，その目

標を設定し，計画的に行うこと。 

・事業者は，自らその提供する認知症対応型通所介護の質の評価を行い、常にその改善を図

ること。 

 

15 認知症対応型通所介護の具体的取扱方針（密着基準第５１条） 

・認知症対応型通所介護の提供は，利用者が住み慣れた地域での生活を継続することが

できるよう，地域住民との交流や地域活動への参加を図りつつ，利用者の心身の状況

を踏まえて，妥当適切に行うこと。 

・認知症対応型通所介護は、利用者一人一人の人格を尊重し、利用者がそれぞれの役割

を持って日常生活を送ることができるよう配慮して行うこと。 

・認知症対応型通所介護の提供に当たっては，認知症対応型通所介護計画に基づき，漫

然かつ画一的にならないように，利用者の機能訓練及びその者が日常生活を営むこと

ができるよう必要な援助を行うこと。 

・従業者は，認知症対応型通所介護の提供に当たっては，懇切丁寧に行うことを旨と 

し，利用者，その家族に対し，サービスの提供等について，理解しやすいように説明

を行うこと。 

・認知症対応型通所介護の提供に当たっては、介護技術の進歩に対応し、適切な介護技

術をもってサービスの提供を行うものとする。 

・認知症対応型通所介護は，常に利用者の心身の状況を的確に把握しつつ，相談援助等

の生活指導，機能訓練その他必要なサービスを利用者の希望に添って適切に提供する 

 こと。 

 

 
 

 

16 認知症対応型通所介護計画の作成（密着基準第５２条） 

・管理者は，利用者の心身の状況，希望及びその置かれている環境を踏まえて，機能訓

練等の目標，当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等を記載した認知症

対応型通所介護計画を作成すること。 

＊アセスメント等について＊ 

国から『課題分析標準項目』（「介護サービス計画書の様式及び課題分析標

準項目の提示について」（平成 11 年 11 月 12 日老企第 29 号厚生省老人保

健福祉局企画課長通知）の別紙４の別添）が示されていますが，国が示す２３ 

項目を網羅した上で，事業所において項目を追加した独自の様式を作成し，使

用しても構いません。アセスメントは，利用者の処遇はもちろんのこと，事業

所にとっても効率的なケアを行う上での手順書，引き継ぎ書ともなり，事故の

防止，職員の負担軽減，家族との信頼関係の構築に欠かせないものです。改め

て，アセスメントの重要性を認識していただきますようお願いします。 
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＜他市町村における不適正事例＞ 

・居宅介護支援事業者とは別に，事業所独自のアセスメントを行っていない。 

・居宅サービス計画を居宅介護支援事業者から取得していない。 

・利用者からの同意を得た日付が，サービス提供後となっている。 

・認知症対応型通所介護計画を利用者に交付していない。 

・認知症対応型通所介護計画の実施状況等の把握（モニタリング）について記録を

行っていない。 

・認知症対応型通所介護計画の作成に当たっては，既に居宅サービス計画が作成されて

いる場合は，当該計画の内容に沿って作成すること。 

・管理者は，認知症対応型通所介護計画の作成に当たっては，その内容について利用 

者又はその家族に対して説明し，利用者の同意を得ること。 

・管理者は，認知症対応型通所介護計画を作成した際には，当該計画を利用者に交付す

ること。 

・介護従業者は，それぞれの利用者について，認知症対応型通所介護計画に従ったサー

ビスの実施状況及び目標の達成状況の記録を行うこと。 

 

17 利用者に関する市町村への通知（密着基準第６１条で準用する第３条の２６） 

   ・事業者は、サービスを受けている利用者が次のいずれかに該当する場合は、遅滞なく、意

見を付してその旨を市町村に通知しなければならない。 

①正当な理由なしにサービスの利用に関する指示に従わないことにより、要介護状態の程

度を増進させたと認められるとき。 

②偽りその他不正な行為によって保険給付を受け、又は受けようとしたとき。 
 

18 緊急時の対応（密着基準第６１条で準用する第１２条） 

・従業者は，現に認知症対応型通所介護の提供を行っているときに利用者に病状の急変

が生じた場合には，速やかに主治の医師への連絡を行う等の必要な措置を講じるこ 

と。 

 

19 管理者の責務（密着基準第６１条で準用する第２８条） 

・管理者は，事業所の従業者の管理，認知症対応型通所介護の利用の申込みに係る調

整，業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行うこと。 

・管理者は，事業所の従業者に運営に関する基準を遵守させるために必要な指揮命令

を行うこと。 

 

20 運営規程（密着基準第５４条） 

・認知症対応型通所介護事業所ごとに，事業の運営についての重要事項に関する規定を

定めること。 

（運営規定で定めるべきもの） 

①事業の目的及び運営の方針 

②従業者の職種，員数及び職務の内容 

③営業日及び営業時間 

④認知症対応型通所介護の利用定員 

⑤認知症対応型通所介護の内容及び利用料その他の費用の額 

⑥通常の事業の実施地域 

⑦サービス利用に当たっての留意事項 

⑧緊急時等における対応方法 

⑨非常災害対策 
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＜他市町村における不適正事例＞ 
・従業者の併設事業所等との兼務関係が不明確である。 

・法人の役員であるという理由で出勤簿を作成しておらず，勤務状況が不明確である。 

・研修の記録が残されておらず，研修の内容や参加者等，実施状況が不明確である。 

⑩虐待の防止のための措置に関する事項（令和 6 年３月 31 日まで努力義務）虐待の                                                                                                                                                                                                                        

防止に係る，組織内の体制（責任者の選定，従業者への研修方法や研修計画等）や

虐待又は虐待が疑われる事案（以下「虐待等」という。）が発生した場合の対応方

法等を指す内容であること 

⑪その他運営に関する重要事項 

 

21 勤務体制の確保等（密着基準第６１条で準用する第３０条） 

・事業所ごとに，原則として月ごとの勤務表を作成し，従業者の日々の勤務時間，常 

勤・非常勤の別，専従の生活相談員，看護職員，介護職員，機能訓練指導員の配置， 

管理者との兼務関係等を明確にすること。 

・事業所ごとに，事業所の従業者によって認知症対応型通所介護を提供すること。ただ

し，利用者の処遇に直接影響を及ぼさない業務については，この限りでない。 

・従業者の資質の向上を図る研修の機会を確保すること。 

・事業者は，従業者の資質の向上のために，その研修の機会を確保しなければなら 

ない。その際，事業者は，令和６年３月 31 日までに医療・福祉関係資格を有さな

い全ての従業者（看護師，准看護師，介護福祉士，介護支援専門員，実務者研修修

了者，介護職員初任者研修修了者，生活援助従事者研修修了者，介護職員基礎研 

修課程又は訪問介護員養成研修課程一級課程・二級課程修了者，社会福祉士，医師，                                                                                                                                                                                                                              

歯科医師，薬剤師，理学療法士，作業療法士，言語聴覚士，精神保健福祉士，管理栄

養士，栄養士，あん摩マッサージ師，はり師，きゅう師等を除く。）に対し，認知症

介護基礎研修を受講させるために必要な措置を講じなければならない。（３年間の経

過措置あり，令和６年３月 31 日までの間は努力義務） 

※ 新卒採用，中途採用を問わず，事業所が新たに採用した従業者（医療・福祉関                                                                                                                                                                                                                      

係資格を有さない者に限る。）に対する当該義務付けの適用については，採用後１ 

年間の猶予期間を設けることとし，採用後１年を経過するまでに認知症介護基礎研

修を受講させることとする（この場合についても，令和６年３月 31 日までは努

力義務で差し支えない）。 

・事業者は，適切なサービスの提供を確保する観点から，職場において行われる性的な

言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えた

ものにより従業者の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要

な措置を講じなければならない。 

※ 事業主が講ずべき措置の具体的内容及び事業主が講じることが望ましい取組につい

ては，次のとおり。なお，セクシュアルハラスメントについては，上司や同僚に限ら

ず，利用者やその家族等から受けるものも含まれることに留意すること。 

・事業主が講ずべき措置の具体的内容 

①事業者の方針等の明確化及びその周知・啓発 

職場におけるハラスメントの内容及び職場におけるハラスメントを行ってはならな

い旨の方針を明確化し，従業者に周知・啓発すること。 

②相談（苦情を含む。）に応じ，適切に対応するために必要な体制の整備 

相談に対応する担当者をあらかじめ定めること等により，相談への対応のための窓

口をあらかじめ定め，労働者に周知すること。なお，パワーハラスメント防止のた

めの事業主の方針の明確化等の措置義務については，中小企業（資本金が３億円以 

下又は常時使用する従業員の数が 300 人以下の企業）は，令和４年４月１日から

となり，それまでの間は努力義務とされているが，適切な勤務態勢の確保等の観点

から，必要な措置を講じるよう努められたい。 
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全サービス共通〈認知症介護基礎研修の義務づけについて〉 

【Ｑ】 養成施設及び福祉系高校で認知症に係る科目を受講したが介護福祉士資格は有して

いない者は、義務づけの対象外とすることが可能か。 

【Ａ】 養成施設については卒業証明書及び履修科目証明書により、事業所及び自治体が認知

症に係る科目を受講していることが確認できることを条件として対象外とする。な

お、福祉系高校の卒業者については、認知症に係る教育内容が必修となっているた

め、卒業証明書により単に卒業が証明できれば対象外として差し支えない。 

全サービス共通〈認知症介護基礎研修の義務づけについて〉 

【Ｑ】 認知症介護実践者研修の修了者については、義務づけの対象外とすることが可能か。 

【Ａ】 認知症介護実践者研修、認知症介護実践リーダー研修、認知症介護指導者研修等の認

知症の介護等に係る研修を修了した者については、義務づけの対象外として差し支え

ない。 
全サービス共通〈認知症介護基礎研修の義務づけについて〉 

【Ｑ】 認知症サポーター等養成講座の修了者については、義務づけの対象外とすることが可

能か。 

【Ａ】 認知症サポーター等養成講座は、認知症について正しく理解し、認知症の人や家族を

温かく見守り、支援する応援者を養成するものであるが、一方で、認知症介護基礎研

修は認知症介護に携わる者が認知症の人や家族の視点を重視しながら、本人主体の介

護を実施する上での、基礎的な知識・技術及び理念を身につけるための研修であり、                                                                                                                                               

その目的・内容が異なるため、認知症サポーター等養成講座修了者は、義務付けの対

象外とはならない。 

全サービス共通〈認知症介護基礎研修の義務づけについて〉 

【Ｑ】 人員配置基準上、従業者の員数として算定される従業者以外の者や、直接介護に携わ

る可能性がない者についても、義務付けの対象となるのか 

【Ａ】 人員配置基準上、従業者の員数として算定される従業者以外の者や、直接介護に携わ

る可能性がない者については、義務付けの対象外である。一方で、義務付けの趣旨を

踏まえ、認知症介護に携わる者が認知症の人や家族の視点を重視しながら、本人主体

の介護を実施するためには、人員配置基準上、従業者の員数として算定される従業者

以外の者や、直接介護に携わらない者であっても、当該研修を受講することを妨げる

ものではなく、各施設において積極的に判断いただきたい。 
全サービス共通〈外国人介護職員への認知症介護基礎研修の義務付けについて＞ 

【Ｑ】 外国人介護職員についても、受講が義務づけられるのか。 

【Ａ】 ＥＰＡ介護福祉士、在留資格「介護」等の医療・福祉関係の有資格者を除き、従業員

の員数として算定される従業者であって直接介護に携わる可能性がある者について

は、在留資格にかかわらず、義務づけの対象となる。 

全サービス共通〈外国人介護職員への認知症介護基礎研修の義務付けについて＞ 

【Ｑ】 外国人技能実習生が認知症介護基礎研修を受講する場合、技能実習計画には記載する

必要があるのか。 

【Ａ】 認知症介護基礎研修は、法令等に基づき受講が義務づけられるものであることから、

技能実習制度運用要領第４章第２節第３（２）を踏まえ、技能実習計画への記載は不

要である（令和６年３月までの間、努力義務として行う場合も同様。）。なお、受講

に係る給与や時間管理が通常の技能実習と同様に行われることや、研修の受講状況に

ついて、技能実習指導員が適切に管理することが必要である。 

（次ページへ続く） 
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22 業務継続計画の策定等（密着基準第６１条で準用する第３条の３０の２） 

・事業者は，感染症や非常災害の発生時において，利用者に対する認知症対応型通所介

護の提供を継続的に実施するための，及び非常時の体制で早期の業務再開を図るため

の計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し，当該業務継続計画に従い必要な

措置を講じなければならない（３年間の経過措置あり，令和６年３月 31 日までの間

は努力義務）。 

※以下の項目等を記載すること。想定される災害等は地域によって異なるものであるこ

とから，項目については実態に応じて設定すること。なお，感染症及び災害の業務継

続計画を一体的に策定することを妨げるものではない。 

・感染症に係る業務継続計画 

①平時からの備え（体制構築，整備，感染症防止に向けた取組の実施，備蓄品の確

保等） 

②初動対応 

③感染拡大防止体制の確立（保健所との連携，濃厚接触者への対応，関係者との情報

共有等） 

・災害に係る業務継続計画 

①平常時の対応（建物・設備の安全対策，電気・水道等のライフラインが停止した場

合の対策，必要品の備蓄等） 

②緊急時の対応（業務継続計画発動基準，対応体制等） 

③他施設及び地域との連携 

・事業者は，従業者に対し，業務継続計画について周知するとともに，必要な研修及び

訓練を定期的に実施しなければならない。 

※職員教育を組織的に浸透させていくために，定期的（年１回以上）な教育を開催する

とともに，新規採用時には別に研修を実施することが望ましい。また，研修の実施内

容についても記録すること。なお，感染症の業務継続計画に係る研修については，感

染症の予防及びまん延の防止のための研修と一体的に実施することも差し支えない。 

※訓練（シミュレーション）においては，感染症や災害が発生した場合において迅速に

行動できるよう，業務継続計画に基づき，事業所内の役割分担の確認，感染症や災害

が発生した場合に実践するケアの演習等を定期的（年１回以上）に実施するもの。 

※感染症の業務継続計画に係る訓練については，感染症の予防及びまん延の防止のため

の訓練と一体的に実施することも差し支えない。 

※災害の業務継続計画に係る訓練については，感染症の予防及びまん延防止のための訓

練と一体的に実施することも差し支えない。 

※訓練の実施は，机上を含めその実施手法は問わないものの，机上及び実地で実施する

ものを適切に組み合わせながら実施することが適切である。 

・事業者は，定期的に業務継続計画の見直しを行い，必要に応じて業務継続計画の変更

を行うものとする。 

全サービス共通〈外国人介護職員への認知症介護基礎研修の義務付けについて＞ 

【Ｑ】 外国人介護職員が研修内容を理解して受講できるように、多言語化された研修教材は

提供されるのか。 

【Ａ】 令和３年度中に、日本語能力試験のＮ４レベルを基準としたｅラーニング教材の作成

を行うとともに、介護分野の在留資格「特定技能」に係る試験を実施している言語

（フィリピン、インドネシア、モンゴル、ネパール、カンボジア、ベトナム、中

国、タイ、ミャンマーの言語）を基本として外国人介護職員向けのｅラーニング補

助教材を作成することを予定している。 
（令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.3）【最新情報 Vol.952】令和３年３月２６日） 
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23 定員の遵守（密着基準第６１条で準用する第３１条） 

・利用定員を超えて，認知症対応型通所介護の提供を行わないこと。ただし，災害その

他のやむを得ない事情がある場合はこの限りでない。 

 

24 非常災害対策（密着基準第６１条で準用する第３２条） 

・非常災害に関する具体的計画を立て，非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を

整備し，それらを定期的に従業者に周知するとともに，定期的に避難，救出，その他

必要な訓練を行うこと。 

・避難，救出その他の訓練の実施に当たって，できるだけ地域住民の参加が得られるよ                                                                                                                                                                                                                             

う努め，そのためには，地域住民の代表者等により構成される運営推進会議を活用し，

日頃から地域住民との密接な連携体制を確保するなど，訓練の実施に協力を得られる

体制づくりに努めることが必要である。訓練の実施に当たっては，消防関係者の参加

を促し，具体的な指示を仰ぐなど，より実効性のあるものとすること。 

 

 

 

25 衛生管理等（密着基準第６１条で準用する第３３条） 

・利用者の使用する施設，食器その他の設備又は飲用に供する水について，衛生的管理

に努め，衛生上必要な措置を講じること。 

・事業所において感染症が発生し，まん延しないように必要な措置を講ずるよう努める

と。特に，インフルエンザ，大腸菌，ノロウイルス対策を適切に行うこと。 

・次の各号に掲げる措置を講じなければならない。（３年間の経過措置あり，令和６年

３月 31 日までの間は努力義務） 

①事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会をおお                                                                                                                                                                                                                             

むね６月に１回以上開催するとともに，その結果について，従業者に周知徹底を図る

こと。 

※感染対策委員会は感染対策の知識を有する者を含む，幅広い職種により構成すること

が望ましく，特 に，感染症対策の知識を有する者については外部の者も含め積極的に

参画を得ることが望ましい。 

※感染対策委員会は構成メンバーの責任及び役割分担を明確にするとともに，専任の感

染対策を担当する 者（以下「感染対策担当者」という。）を決めておくことが必要

である。 

※感染対策委員会は，利用者の状況など事業所の状況に応じ，おおむね６月に１回以 

上，定期的に開催するとともに，感染症が流行する時期等を勘案して必要に応じ随時開

催する必要がある。 

※感染対策委員会は，テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。この

際，個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適

切な取扱いのためのガイダンス」，厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関す

るガイドライン」等を遵守すること。 

※感染対策委員会は，他の会議体を設置している場合，これと一体的に設置・運営する

こととして差し支えない。また，事業所に実施が求められるものであるが，他のサー

ビス事業者との連携等により行うことも差し支えない。 

②事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備すること。 

※指針には，平常時の対策及び発生時の対応を規定する。 

＜他市町村における不適正事例＞ 

・避難訓練を実施していない。また，実施した記録が残されていない。 
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※平常時の対策としては，事業所内の衛生管理（環境の整備等），ケアにかかる感染対                                                                                                                                                                                                                             

策（手洗い，標準的な予防策）等，発生時の対応としては，発生状況の把握，感染拡

大の防止，医療機関や保健所，市町村における事業所関係課等の関係機関との連携， 

行政等への報告等が想定される。 

※発生時における事業所内の連絡体制や上記の関係機関への連絡体制を整備し，明記し                                                                                                                                                                                                                             

ておくことも必要である。 

※それぞれの項目の記載内容の例については，「介護現場における感染対策の手引き」                                                                                                                                                                                                                             

を参照されたい。 

③事業所において，従業者に対し，感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓                                                                                                                                                                                                                             

練を定期的に実施すること。 

※通所介護従業者に対する「感染症の予防及びまん延の防止のための研修」の内容は，                                                                                                                                                                                                                              

感染対策の基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発するとともに，当該事業所におけ

る指針に基づいた衛生管理の徹底や衛生的なケアの励行を行うものとする。 

※職員教育を組織的に浸透させていくためには，当該事業所が定期的な教育（年１回以                                                                                                                                                                                                                             

上）を開催するとともに，新規採用時には感染対策研修を実施することが望ましい。

また，研修の実施内容についても記録することが必要である。 

※なお，研修の実施は，厚生労働省「介護施設・事業所の職員向け感染症対策力向上の                                                                                                                                                                                                                             

ための研修教材」等を活用するなど，事業所内で行うものでも差し支えなく，当該事

業所の実態に応じ行うこと。 

※また，平時から，実際に感染症が発生した場合を想定し，発生時の対応について，訓                                                                                                                                                                                                                             

練（シミュレーション）を定期的（年１回以上）に行うことが必要である。訓練にお

いては，感染症発生時において迅速に行動できるよう，発生時の対応を定めた指針及

び研修内容に基づき，事業所内の役割分担の確認や，感染対策をした上でのケアの演                                                                                                                                                                                                                             

習などを実施するものとする。 

※訓練の実施は，机上を含めその実施手法は問わないものの，机上及び実地で実施する                                                                                                                                                                                                                             

ものを適切に組み合わせながら実施することが適切である。 
 

26 掲示（密着基準第６１条で準用する第３２条） 

・事業所の見やすい場所に，運営規程の概要等（「運営規程の概要」「従業者の勤務

の体制」「事故発生時の対応」「苦情処理の体制」「提供するサービスの第三者評

価の実施状況」は必須），その他利用申込者のサービスの選択に資する重要事項を

掲示すること。 

 

・運営規程の概要等については，掲示のほか，閲覧についても可能とする。 
 

27 秘密保持等（密着基準第６１条で準用する第３条の３３） 

・従業者は，正当な理由なく，業務上知り得た利用者，その家族の秘密を漏らしてはな

らない。 

・事業所の従業者であった者が，正当な理由なく，その業務上知り得た利用者，その家

族の秘密を漏らすことがないよう，必要な措置を講じること。 

・サービス担当者会議等において，利用者及び家族の個人情報を用いる場合は，利用者

及び家族の同意を，あらかじめ文書により得ておくこと。 
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＜他市町村における不適正事例＞ 

・従業者又は従業者であった者に対し，業務上知り得た利用者等の秘密保持につ

いての必要な措置を講じていない。（雇用時に秘密保持に関する誓約書を交わ

していない又は誓約書の内容不備） 

・サービス担当者会議等での利用者（家族を含む）の個人情報の使用について文

書により同意を得ていない。 

・個人情報の使用について，利用者の同意は得ているが，家族の同意を得ていな

い。（家族からの同意を得るときの肩書は「本人代理人」では不可）。 

＊苦情対応について＊ 

利用者やその家族から，「事故が起った際の最初の対応が納得できなかったので，後から何と

いわれても信用ができない。」と相談を受けることがあります。 

事故等が起った際は，現場にいる従業者も気が動転し，冷静な対応ができず， 利用者等の心

情に沿った言い方ができない場合もあると思います。しかしなが ら，最初の対応の印象が利

用者やその家族には強く残りますので，真摯な対応に努めるよう心掛けてください。 

また，事故について事業者の過失に依らないものであったとしても，状況の説明等を行

い，ご利用者等の不安を解消するよう努めてください。 

 

28 広告（密着基準第６１条で準用する第３条の３４） 

・内容が虚偽又は誇大なものであってはならない。 

 

29 居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止（密着基準第６１条で準用する第３条の３５） 

・居宅介護支援事業者，その従業者に対し，利用者に対して特定の事業者によるサービ

スを利用させることの対償として，金品その他の財産上の利益を供与してはならな 

い。 

30 苦情処理（密着基準第６１条で準用する第３条の３６） 

・提供した認知症対応型通所介護に係る利用者及びその家族からの苦情に迅速かつ適切

に対応すること。 

・相談窓口連絡先や苦情処理の体制及び手順等の苦情を処理するために講ずる措置の概

要を重要事項説明書等に記載し，事業所に掲示すること。 

・苦情の内容を踏まえサービスの質の向上に向けた取組を自ら行うこと。 

・苦情を受け付けた場合は，苦情の受付日，その内容等を記録すること。苦情の内容等の記

録は，完結の日から５年間保存すること（宇城市条例より）。 

・市町村からの文書その他の物件の提出，提示，質問，照会に応じ，利用者からの苦情

に関して市町村が行う調査に協力するとともに，市町村から指導又は助言を受けた場

合は，必要な改善を行うこと。 

・市町村から求めがあった場合には，改善の内容を市町村に報告すること。 

・国民健康保険団体連合会が行う調査に協力するとともに，国保連から指導，助言を受

けた場合には，必要な改善を行うこと。 

・国保連から求めがあった場合には，改善の内容を国保連に報告すること。 

 

31 地域との連携等（密着基準第６１条で準用する第３４条） 

・事業者は，指定（介護予防）認知症対応型通所介護の提供に当たっては，利用者，利用

者の家族，地域住民の代表者（町内会役員，民生委員，老人クラブの代表等），事業所

が所在する市町村の職員又は当該事業所が所在する区域を管轄する地域包括支援セン

ターの職員，認知症対応型通所介護について知見を有する者等により構成される協議
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＜他市町村における不適正事例＞ 

・保険者へ報告すべき事故について，報告がなされていない。 

会（以下「運営推進会議」という。）を設置し，おおむね６月に１回以上，運営推進会

議に対し活動状況を報告し，運営推進会議による評価を受けるとともに，運営推進会

議から必要な要望，助言等を聴く機会を設けること。 

※運営推進会議は，テレビ電話装置等を活用して行うことができる。ただし，利用者又                                                                                                                                                                                                                             

はその家族（「利用者等」という。）が参加する場合にあっては，テレビ電話装置等

（リアルタイムでの画像を介したコミュニケーションが可能な機器をいう。以下同

じ。）の活用について当該利用者等の同意を得なければならない。 

・複数の事業所の合同開催については以下の要件を満たす場合に認める。 

① 利用者等については匿名とするなど，個人情報・プライバシーを保護すること。                                                                                                                                          

② 同一の日常生活圏域内に所在する事業所であること。 

・運営推進会議の報告，評価，要望，助言等についての記録を作成するとともに，当該記録

を公表すること。 

・事業の運営に当たっては，地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う

等の地域との交流を図ること。 

・事業の運営に当たっては，提供したサービスに関する利用者からの苦情に関し，市町

村等が派遣する者が相談及び援助を行う事業その他の市町村が実施する事業に協力す

るよう努めること。 

・事業者は，指定認知症対応型通所介護事業所の所在する建物と同一の建物に居住する

利用者に対して指定認知症対応型通所介護を提供する場合には，当該建物に居住する

利用者以外の者に対しても指定認知症対応型通所介護の提供を行うよう努めなければ

ならない。 

 
 

 

32 事故発生時の対応（密着基準第６１条で準用する第３５条） 

・事故が発生した場合には，市町村，利用者の家族，居宅介護支援事業者等に連絡を行

うとともに，必要な措置を講じること。 

・事故の状況，事故に際して採った処置についての記録は，完結の日から５年間保存す

ること。（宇城市条例より） 

・賠償すべき事故が発生した場合は，損害賠償を速やかに行うこと。 

・事故発生時の対応方法を定めておくことが望ましい。 

・損害賠償保険に加入すること，又は賠償資力を有することが望ましい。 

・事故発生については，原因を解明し，再発防止の対策を講じること。 

※単独型・併設型認知症対応型通所介護の設備を利用して「宿泊サービス」を提供した

ことにより事故が発生した場合は，上記に準じた必要な措置を講じること。 

 

 
 

 

 

＜他市町村における不適正事例＞ 

・運営推進会議の記録の公表がなされていない。 

＊事故報告の提出について＊ 

利用者やその家族から，「事故について報告がなされているか確認したい」との申

し出が市に寄せられます。事業所からの報告が遅れると，利用者等に不信感を与

える可能性がありますので，事故報告は速やかに行ってください。 
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33 虐待の防止（密着基準第６１条で準用する第３条の３８の２） 

・事業者は，虐待の発生又はその再発を防止するため，次に掲げる措置を講じなけれ                                                                                                                                                                                                                             

ばならない。（３年間の経過措置あり，令和６年３月 31 日までの間は努力義務） 
 

(1) 「虐待の防止のための対策を検討する委員会」を定期的に開催するとともに，その結                                                                                                                                                                                                                                

果について，従業者に周知徹底を図ること。 

※「虐待の防止のための対策を検討する委員会」（以下「虐待防止検討委員会」という。）                                                                                                                                                                                                                                  

は，虐待等の発生の防止・早期発見に加え，虐待等が発生した場合はその再発を確実

に防止するための対策を検討する委員会であり，管理者を含む幅広い職種で構成する。

構成メンバーの責務及び役割分担を明確にするとともに，定期的に開催することが必

要である。また，事業所外の虐待防止の専門家を委員として積極的に活用することが

望ましい。 

※虐待等の事案については，虐待等に係る諸般の事情が，複雑かつ機微なもので                                                                                                                                                                                                                             

あることが想定されるため，その性質上，一概に従業者に共有されるべき情報である

とは限られず，個別の状況に応じて慎重に対応することが重要である。 

※虐待防止検討委員会は，他の会議体を設置している場合，これと一体的に設置・                                                                                                                                                                                                                                

運営することとして差し支えない。また，事業所に実施が求められるものであるが， 

他のサービス事業者との連携により行うことも差し支えない。 

※虐待防止検討委員会は，テレビ電話装置等を活用して行うことができるものと                                                                                                                                                                                                                             

する。この際，個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報

の適切な取扱いのためのガイダンス」，厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関

するガイドライン」等を遵守すること。 

※虐待防止検討委員会は，具体的には，次のような事項について検討することとする。                                                                                                                                                                                                                             

その際，そこで得た結果（事業所における虐待に対する体制，虐待等の再発防止策等） 

は，従業者に周知徹底を図る必要がある。 

・虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関すること 

・虐待の防止のための指針の整備に関すること 

・虐待の防止のための職員研修の内容に関すること 

・虐待等について，従業者が相談・報告できる体制整備に関すること 

・従業者が虐待等を把握した場合に，市町村への通報が迅速かつ適切に行われるための                                                                                                                                                                                                                             

方法に関すること 

・虐待等が発生した場合，その発生原因等の分析から得られる再発の確実な防止策に関                                                                                                                                                                                                                             

すること 

・前号の再発の防止策を講じた際に，その効果についての評価に関すること 
 

(2) 虐待の防止のための指針を整備すること。 

※事業者が整備する「虐待の防止のための指針」には，次のような項目を盛り込むこと                                                                                                                                                                                                                             

とする。 

• 事業所における虐待の防止に関する基本的考え方 

• 虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関する事項 

• 虐待の防止のための職員研修に関する基本方針 

• 虐待等が発生した場合の対応方法に関する基本方針 

• 虐待等が発生した場合の相談・報告体制に関する事項 

• 成年後見制度の利用支援に関する事項 

• 虐待等に係る苦情解決方法に関する事項 

• 利用者等に対する当該指針の閲覧に関する事項 

• その他虐待の防止の推進のために必要な事項 
 

(3) 虐待の防止のための従業者に対する研修を定期的に実施すること。 
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※ 従業者に対する虐待の防止のための研修の内容としては，虐待等の防止に関する基礎                                                                                                                                                                                                                              

的内容等の適切な知識を普及・啓発するものであるとともに，当該事業所における指

針に基づき，虐待の防止の徹底を行うものとする。 

※ 職員教育を組織的に徹底させていくためには，当該事業者が指針に基づいた研修プロ                                                                                                                                                                                                                              

グラムを作成し，定期的な研修（年１回以上）を実施するとともに，新規採用時には必

ず虐待の防止のための研修を実施することが重要である。 

※ また，研修の実施内容についても記録することが必要である。研修の実施は，事業所                                                                                                                                                                                                                              

内職員研修での研修で差し支えない。 
 

(4) 虐待の防止に関する措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

※ 事業所における虐待を防止するための体制として，(1)から(3)までに掲げる措置を適                                                                                                                                                                                                                              

切に実施するため，専任の担当者を置くことが必要である。当該担当者としては，虐

待防止検討委員会の責任者と同一の従業者が務めることが望ましい。 
 

34 会計の区分（密着基準第６１条で準用する第３条の３９） 

・事業所ごとに経理を区分するとともに，認知症対応型通所介護の事業の会計とその他

の事業の会計を区分しなければならない。 

 

35 記録の整備等（密着基準第６０条） 

・従業者，設備，備品，会計に関する記録を整備すること。 

・次の書類を整備し，その完結の日から５年間保存すること（宇城市条例より）。 

①認知症対応型通所介護計画 

②具体的なサービス内容等の記録 

③市町村への通知に係る記録 

④苦情の内容等の記録 

⑤事故の状況及び事故に際して採った処置の記録 

⑥運営推進会議の報告，評価，要望，助言等の記録に規定する事故の状況及び事故際して

採った処置ついての記録 

   ※「その完結の日」とは，①～⑤は個々の利用者につき，契約の終了（契約の解約・解除，

他の施設への入所，利用者の死亡，利用者の自立を含む。）により一連のサービス提供

が終了した日、⑥は記録を公表した日とする。 

 

3６ 電磁的記録等（密着基準第１８３条） 

（１）事業者及びサービスの提供に当たる者は，作成，保存その他これらに類するも

ののうち，こ の省令の規定において書面（書面，書類，文書，謄本，抄本，正本，

副本，複本その他文字，図形等人の知覚によって認識することができる情報が記

載された紙その他の有体物をいう。以下同じ。）で行うことが規定されている又は

想定されるもの（被保険者証の提示による受給者資格等の確認，入退去に関する

事項の被保険者証への 記載並びに次項イに規定するものを除く）については，書

面に代えて，当該書面に 係る電磁的記録により行うことができる。 

①電磁的記録による作成は，事業者等の使用に係る電子計算機に備えられたファイ

ルに記録する方法または磁気ディスク等をもって調製する方法によること。 

②電磁的記録による保存は，以下のいずれかの方法によること。 

ａ 作成された電磁的記録を事業者等の使用に係る電子計算機に備えられたファ

イル又は磁気ディスク等をもって調製するファイルにより保存する方法 

ｂ 書面に記載されている事項をスキャナ等により読み取ってできた電磁的記録を

事業者等の使用に係る電子計算機に備えられたファイル又は磁気ディスク等を

もって調製するファイルにより保存する方法 
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③その他，密着基準第 183 条第１項において電磁的記録により行うことができる

とされているものに類するものは，①及び②に準じた方法によること。 

④電磁的記録により行う場合は，個人情報保護委員会•厚生労働省「医療•介護関係

事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」，厚生労働省「医療

情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

（２）サービスの提供に当たる者は，交付，説明，同意，承諾，締結その他これらに類す

るもの（以下「交付等」という。）のうち，書面で行うことが規定されている又は想

定されるものについては，当該交付等の相手方の承諾を得て，書面に代えて，電磁的

方法によることができる。 

① 電磁的方法による交付は，密着基準第３条の７第２項から第６項まで及び密着予防

基準第１１条第２項から第６項までの規定に準じた方法によること。 

② 電磁的方法による同意は，例えば電子メールにより利用者等が同意の意思表示をし

た場合等が考えられること。なお，「押印についてのＱ＆Ａ（令和２年６月 19 日

内閣府•法務省•経済産業省）」を参考にすること。 

③ 電磁的方法による締結は，利用者等•事業者等の間の契約関係を明確にする観点から， 

書面における署名又は記名•押印に代えて，電子署名を活用することが望ましいこと。

なお，「押印についてのＱ＆Ａ（令和２年６月 19 日内閣府•法務省•経済産業省）」

を参考にすること。 

④その他，密着基準第１８３条第２項及び密着予防基準第９０条第２項において電磁

的方法によることができるとされているものに類するものは，①から③までに準

じた方法によること。ただし，この通知の規定により電磁的方法の定めがあるも

のについては，当該定めに従うこと。 

⑤また，電磁的方法による場合は，個人情報保護委員会•厚生労働省「医療•介護関係   

事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」，厚生労働省「医療

情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 
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認知症対応型通所介護事業 ＜送迎の実施＞ 

【Ｑ】指定認知症対応型通所介護において、送迎を行わないことは可能か。 

【Ａ】指定認知症対応型通所介護事業所において、送迎が不要な利用者がいる 

場合は送迎を行わないことは可能である。 

（全国介護保険担当課長ブロック会議資料Ｑ＆Ａ【会議資料】） 

 

通所介護事業 ＜従業者の勤務延時間数＞ 

【Ｑ】通所介護において、確保すべき従業者の勤務延時間数は、実労働時間しか算入で

きないのか。休憩時間はどのように取扱うのか。 

【Ａ】労働基準法第 34 条において最低限確保すべきとされている程度の休憩時 

間については、確保すべき勤務延時間数に含めて差し支えない。ただし、その場

合においても、居宅基準第 93 条第 3 項を満たす必要があることから、介護職員

全員が同一時間帯に一斉に休憩を取ることがないようにすること。また、介護職

員が常時１名しか配置されていない事業所については、当該職員が休憩を取る時

間帯に、介護職員以外で利用者に対して直接ケアを行う職員（居宅基準第 93 条

第 1 項第 1 号の生活相談員又は同項第 2 号の看護職員）が配置されていれば、

居宅基準第 93 条第 3 項の規定を満たすものとして取り扱って差し支えない。 

このような取扱いは、通常の常勤換算方法とは異なりサービス提供時間内におい

て必要な労働力を確保しつつピークタイムに手厚く配置することを可能とするな

ど、交代で休憩を取得したとしても必ずしもサービスの質の低下には繋がらない

と考えられる通所介護（療養通所介護は除く）に限って認められるものである。 

  なお、管理者は従業者の雇用管理を一元的に行うものとされていることから、休憩 

時間の取得等について労働関係法規を遵守すること。 

認知症対応型通所介護についても同様の考え方とする。 

（平成 24 年介護報酬改定に関するＱ＆A（Vol.1）【最新 Vol.267】） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認知症対応型通所介護事業 ＜通院等乗降介助の利用＞ 

 

【Ｑ】送迎を行わない指定認知症対応型通所介護事業所のサービスを利用する際に、訪

問介護の通院等のための乗車又は降車の介助を利用することは可能か。 

【Ａ】送迎が必要な利用者がいる場合は、本来、指定認知症対応型通所介護事業所の責

任において送迎を行うべきであり、それを含めた報酬設定であることから、別に訪問

介護の報酬を算定することはできない。 

（全国介護保険担当課長ブロック会議資料Ｑ＆Ａ【会議資料】） 
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Ⅴ  報酬に関する基準 

１ 介護報酬（密着算定基準３イ～ロ） 

(１) 地域区分 
宇城市：その他 １単位の単価：１０円 

 

（介護予防）認知症対応型通所介護費（Ⅰ） 

（介護予防）認知症通所対応型介護費（ⅰ）…単独型 

１日につき 

（単位） 

３時間以上

４時間未満 

４時間以上

５時間未満 

５時間以上

６時間未満 

６時間以上

７時間未満 

７時間以上

８時間未満 

８時間以上

９時間未満 

要支援１ 474 496 740 759 859 886 

要支援２ 525 550 826 849 959 989 

要介護１ 542 568 856 878 992 1,024 

要介護２ 596 625 948 972 1,100 1,135 

要介護３ 652 683 1,038 1,064 1,208 1,246 

要介護４ 707 740 1,130 1,159 1,316 1,359 

要介護５ 761 797 1,223 1,254 1,424 1,469 

 

（介護予防）認知症通所対応型介護費（ⅱ）…併設型 

１日につき 

（単位） 

３時間以上

４時間未満 

４時間以上

５時間未満 

５時間以上

６時間未満 

６時間以上

７時間未満 

７時間以上

８時間未満 

８時間以上

９時間未満 

要支援１ 428 448 666 683 771 796 

要支援２ 475 497 742 761 862 889 

要介護１ 490 514 769 788 892 920 

要介護２ 540 565 852 874 987 1,018 

要介護３ 588 617 934 958 1,084 1,118 

要介護４ 638 668 1,014 1,040 1,181 1,219 

要介護５ 687 719 1,097 1,125 1,276 1,318 

 

（介護予防）認知症対応型通所介護費（Ⅱ）…共用型 

１日につき 

（単位） 

３時間以上

４時間未満 

４時間以上

５時間未満 

５時間以上

６時間未満 

６時間以上

７時間未満 

７時間以上

８時間未満 

８時間以上

９時間未満 

要支援１ 247 259 412 423 483 499 

要支援２ 261 273 435 446 512 528 

要介護１ 266 278 444 456 522 539 

要介護２ 276 289 459 471 541 558 

要介護３ 285 298 476 488 559 577 

要介護４ 294 308 492 505 577 596 

要介護５ 304 318 509 521 597 617 
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通所系サービス共通 ＜所要時間区分の設定＞ 

【Q】 所要時間区分（６時間以上７時間未満、７時間以上８時間未満等）は、あらかじめ事業

所が確定させておかなければならないのか。利用者ごとに所要時間区分を定めることは

できないのか。 

【Ａ】 各利用者の通所サービスの所要時間は、利用者の心身の状況、希望及びその置かれてい

る環境を踏まえて作成される通所サービス計画に位置づけられた内容によって個別に決

まるものであり、各利用者の所要時間に応じた区分で請求することとなる。運営規程や

重要事項説明書に定める事業所におけるサービス提供時間は、これらを踏まえて適正に

設定する必要がある。 

※ 平成 24  年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol.２）（平成 24  年３月 30 日）問９は削

除する。 

【Ｑ】   各所要時間区分の通所サービス費を請求するにあたり、サービス提供時間の最低限の

所要時間はあるのか。 

【Ａ】   所要時間による区分は現に要した時間ではなく、通所サービス計画に位置づけられた

通所サービスを行うための標準的な時間によることとされており、例えば通所介護計

画に位置づけられた通所介護の内容が８時間以上９時間未満であり、当該通所介護計

画書どおりのサービスが提供されたのであれば、８時間以上９時間未満の通所介護費

を請求することになる。 

ただし、通所サービスの提供の開始に際しては、予めサービス提供の内容や利用料

等の重要事項について、懇切丁寧に説明を行った上で同意を得ることとなっているこ

とから、利用料に応じた、利用者に説明可能なサービス内容となっている必要がある

ことに留意すること。 

※ 平成 24  年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol.１）（平成 24  年３月 16 日）

問 58 は削除する。 

【Ｑ】 １人の利用者に対して、７時間の通所介護に引き続いて５時間の通所介護を行った場合

は､それぞれの通所介護費を算定できるのか。 

【Ａ】それぞれのプログラムが当該利用者の心身の状況や希望等に応じて作成され､当該プログ

ラムに従って､単位ごとに効果的に実施されている場合は､それぞれの単位について算定

できる。なおこの場合にあっても１日につき算定することとされている加算項目は、当

該利用者についても当該日に１回限り算定できる。 

   単に日中の通所介護の延長として夕方に通所介護を行う場合は、通算時間は 12 

 時間として、９時間までの間のサービス提供に係る費用は所要時間８時間以上９時 

間未満の場として算定し９時間以降 12 時間までの間のサービス提供に係る費用は、 

延長加算を算定（または延長サービスに係る利用料として徴収）する。 

※ 平成 24 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol.１）（平成 24  年３月 16 日）問 

64  は削除する。 

送迎時における居宅内介助等の評価 

【Ｑ】送迎時における居宅内介助等については、複数送迎する場合は、車内に利用者を待た 

せることになるので、個別に送迎する場合のみが認められるのか。 

【Ａ】個別に送迎する場合のみに限定するものではないが、居宅内介助に要する時間をサー 

ビスの提供時間に含めることを認めるものであることから、他の利用者を送迎時に車 

内に待たせて行うことは認められない。 

 

【Ｑ】居宅内介助等を実施した時間を所要時間として、居宅サービス計画及び個別サービス計画

に位置付けた場合、算定する報酬区分の所要時間が利用者ごとに異なる場合が生じても良

いか。 

【Ａ】サービスの提供に当たっては、サービス提供の開始・終了タイミングが利用者ごとに前後

することはあり得るものであり、単位内でサービスの提供時間の異なる場合が生じても差

し支えない。 

（平成２７年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.1）【最新情報 Vol.454】） 

 

 

（次ページへ続く） 
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 サービス提供時間を短縮した場合の所要時間区分の考え方 

【Ｑ】 「当日の利用者の心身の状況から、実際の通所サービスの提供が通所サービス計画上

の所要時間よりもやむを得ず短くなった場合には通所サービス計画上の単位数を算

定して差し支えない。」とされているが、具体的にどのような内容なのか。 

【Ａ】 

         ・通所サービスの所要時間については､現に要した時間ではなく、通所サービス計

画に位 置付けられた内容の通所サービスを行うための標準的な時間によることとさ

れている。 

・こうした趣旨を踏まえ、例えば８時間以上９時間未満のサービスの通所介護計画

を作成していた場合において、当日サービス提供途中で利用者が体調を崩したため

にやむを得ず７時間 30 分でサービス提供を中止した場合に当初の通所介護計画に

よる所定単位数を算定してもよいとした。（ただし、利用者負担の軽減の観点か

ら､通所介護計画を変更した上で７時間以上８時間未満の所定単位数を算定しても

よい。） 

・こうした取扱いは､サービスのプログラムが個々の利用者に応じて作成され､当該

プログラムに従って､単位ごとに効果的に実施されている事業所において行われる

ことを想定しており､限定的に適用されるものである。当初の通所介護計画に位置

付けられた時間よりも大きく短縮した場合は､当初の通所介護計画を変更し､再作成

されるべきであり､変更後の所要時間に応じた所定単位数を算定しなければならな

い。 

（例）通所介護計画上７時間以上８時間未満の通所介護を行う予定であった利用者

について 

①利用者が定期検診などのために当日に併設保険医療機関の受診を希望することに

より６時間程度のサービスを行った場合には､利用者の当日の希望を踏まえて当初

の通所サービス計画を変更し､再作成されるべきであり､６時間程度の所要時間に応

じた所定単位数を算定する。 

②利用者の当日の希望により３時間程度の入浴のみのサービスを行った場合には､

利用者の当日の希望を踏まえて当初の通所サービス計画を変更し､再作成されるべ

きであり、３時間程度の所要時間に応じた所定単位数を算定する。 

③当日サービス提供途中で利用者が体調を崩したためにやむを得ず２時間程度でサ

ービス提供を中止した場合、当初の通所介護計画を変更し、再作成されるべきであ

り、２時間程度の所要時間に応じた所定単位数を算定する。（※所要時間２時間以

上３時間未満の区分は、心身の状況その他利用者のやむを得ない事情により、長時

間のサービス利用が困難である利用者に対して算定するものであるが、当日の利用

者の心身の状況から、実際の通所サービスの提供が通所サービス計画上の所要時間

よりも大きく短縮した場合は、通所サービス計画を変更の上、同区分での算定を行

うこととしても差し支えない。） 

④当日サービス提供途中で利用者が体調を崩したためにやむを得ず１時間程度でサ

ービス提供を中止した場合、これに対応する所要時間区分がないため、通所介護費

を算定できない。 

※平成 24 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol.１）（平成 24 年３月 16 日）

問 59 は削除する。 

 

（令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.3）【最新情報 Vol.952】） 

（次ページへ続く） 
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(２) 所要時間による区分の取扱いについて（密着算定基準別表３注１） 

•現に要した時間ではなく，認知症対応型通所介護計画に位置付けられた内容のサー

ビスを行うための標準的な時間によること。 

•単に，当日のサービスの進行状況や利用者の家族の出迎え等の都合で，利用者が通

常の時間を超えて事業所にいるような場合は，サービスが提供されているとは認めら

れないため，その時間については算定できない。（別途，自費利用として利用料を徴

収することは構わない。） 

•送迎に要する時間はサービス提供時間に含まないが，送迎時に実施した居宅内での

介助等（着替え，ベッド•車椅子への移乗，戸締り等）に要する時間は，次のいずれ

の要件も満たす場合，１日 30 分以内を限度として，認知症対応型通所介護を行うの

に要する時間に含めることができる。※ 実施内容を明確に記録•保管すること。 

① 居宅サービス計画及び認知症対応型通所介護計画に位置付けた上で実施する場合。 

② 送迎時に居宅内の介助等を行う者が，介護福祉士，実務者研修修了者，介護職員

基礎研修課程修了者，１級課程修了者，介護職員初任者研修修了者（２級課程修

了者を含む。），看護職員，機能訓練指導員又は当該事業所における勤続年数と

同一法人の経営する他の介護サービス事業所，医療機関，社会福祉施設等におい

てサービスを利用者に直接提供する職員としての勤続年数の合計が３年以上の介

護職員である場合。 

•当日の利用者の心身の状況から，実際の認知症対応型通所介護の提供が認知症対応型

通所介護計画上の所要時間よりもやむを得ず短くなった場合には，認知症対応型通

所介護計画上の単位数を算定して差支えない。 

なお，認知症対応型通所介護計画上の所要時間よりも大きく短縮した場合には，認

知症対応型通所介護計画を変更のうえ，変更後の所要時間に応じた単位数を算定す

ること。 

•サービス提供時間中には，病院等で診療を受けることはできない。このような場合， 

サービスはそこで中断し，それ以降のサービスについては算定できないこととされ 

ている。（ただし，緊急やむを得ない場合はこの限りでない。） 

 

 

 

 

 

３ 減算について（密着算定基準別表３注１，厚生労働大臣が定める利用者等の数の基準及

び看護職員等の員数の基準並びに通所介護等の算定方法六） 
 

(1) 定員超過利用に該当する場合（密着算定基準留意事項第２の１（６）） 

•事業所の利用定員を上回る利用者を受け入れている場合においては，その翌月から

定員超過利用が解消されるに至った月まで，所定単位数の 70／100 に相当する

単位数を算定すること。また，事業所は，適正なサービスの提供を確保するため 

に，定員超過利用の未然防止を図るよう努めること。 

•この場合の利用者の数は，１月間（暦月）の利用者の数の平均を用いる。この場 

合，１月間の利用者の数の平均は，当該月の全利用者の延数を当該月の日数を除し

て得た数とする。（小数点以下は切り上げ） 

•市長は，定員超過利用が行われている事業所に対して，その解消を行うよう指導す

ることとし，当該指導に従わず，定員超過利用が２月以上継続する場合は，特別な

事情がある場合を除き，指定の取消しを検討する。 

•災害の受け入れ等やむを得ない理由による定員超過利用については，当該定員超過

利用が開始した月（災害等が生じた時期が月末であって，定員超過利用が翌月まで

継続することがやむを得ないと認められる場合は翌月も含む。）の翌月から所定単

位数の減算を行うことはしない。やむを得ない理由がないにもかかわらずその翌月
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 認知症対応型通所介護事業〈認知症対応型通所介護と介護予防認知症対応型通所介護が一体的におこ 

なわれている場合〉 

 

【Ｑ】 認知症対応型通所介護と介護予防認知症対応型通所介護を一体的に行う事業所にあって 

は、それぞれの事業ごとに利用定員を定めるのか。それとも両事業の利用者を合算して 

 利用定員を定めるのか。また、利用者の数が利用定員を超える場合（いわゆる定員超 

過減算） については、どのように取り扱うべきか。 

【Ａ】認知症対応型通所介護と介護予防認知症対応型通所介護が一体的に行われている事業所 

にあっては、認知症対応型通所介護の利用者と介護予防認知症対応型通所介護の利用者 

との合算により利用定員を定めるものである。従って、例えば利用定員が 12 人の事業 

所にあっては、認知症対応型通所介護の利用者と介護予防認知症対応型通所介護の利用 

者の合計が 12 人を超えた場合に、認知症対応型通所介護事業と介護予防認知症対応型 

通所介護事業それぞれについて定員超過減算が適用される。 

（令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.3）【最新情報 Vol.952】） 

まで定員を超過した状態が継続している場合に，災害等が生じた月の翌々月から所

定単位数の７０／１００に相当する単位数を算定する。 

 

(2) 人員基準欠如に該当する場合（宇城市へ届出） 

（密着算定基準留意事項第２の１（８），第２の４（１９）） 

•事業所の職員の配置数が，人員基準上満たすべき員数を下回っている場合は介護

給付費の減額を行うこと。事業所は，適正なサービスの提供を確保するために， 

人員基準欠如の未然防止を図るよう努めること。 

•常勤の従業者の員数は、暦月ごとに勤務延時間数を，当該事業所において常勤の

職員が勤務すべき時間で除することによって算定するものとする。（小数点第

２位以下切り捨て） 

•人員基準上満たすべき職員の員数を算定する際の利用者数等は，当該年度の前年

度の平均（毎年４月１日～翌年３月３１日）を用いる。（ただし，新規開設又は

再開の場合は推定数による。）この場合，利用者数等の平均は，前年度の全利用

者等の延数を当該前年度の日数で除して得た数とする。（小数点第２位以下を切

り上げ） 

•従業者に欠員が出た場合の他に，従業者が病欠した場合等も含まれる。 

•市長は，従業員に欠員が生じている状態が１ヵ月以上継続する場合には，事業所に対し，

利用定員等の見直し，事業の休止等を指導する。当該指導に従わなかった場合は，特別

な事情がある場合を除き，指定の取消しを検討する。 

○看護•介護職員の人員基準欠如の場合 

•人員基準上必要とされる員数から１割を超えて減少した場合 

その翌月から解消されるに至った月まで，利用者等の全員について所定単位数の 

100 分の 70 に相当する単位数を算定する。 

•人員基準上必要とされる員数の１割の範囲内で減少した場合 

その翌々月から解消されるに至った月まで，利用者等の全員について所定単位数の

100 分の 70 に相当する単位数を算定する。（翌月の末日において人員基準を満

たすに至っている場合は減算しなくてよい。） 
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 通所介護事業〈３％加算及び規模区分の特例（利用延人数の減少理由） 

【Ｑ】 新型コロナウイルス感染症については、基本報酬への３％加算（以下「３％加算」とい

う。）や事業所規模別の報酬区分の決定に係る特例（以下「規模区分の特例」という。） 

の対象となっているが、現に感染症の影響と想定される利用延人員数の減少が一定以上生

じている場合にあっては、減少の具体的な理由（例えば、当該事業所の所在する地域に緊

急事態宣言が発令されているか、当該事業所が都道府県、保健所を設置する市又は特別区

からの休業の要請を受けているか、当該事業所において感染者が発生したか否か等）は問

わないのか。 

【Ａ】対象となる旨を厚生労働省から事務連絡によりお知らせした感染症又は災害について 

は、利用延人員数の減少が生じた具体的な理由は問わず、当該感染症又は災害の影響と想定 

される利用延人員数の減少が一定以上生じている場合にあっては、３％加算や規模区分の特 

例を適用することとして差し支えない。 

（次ページへ続く） 

 

４ 各加算について（介護•介護予防共通） 

(1) ２時間以上３時間未満のサービスについて（密着算定基準別表３注２） 

心身の状況から，長時間のサービス利用が困難である者，病後等で短時間の利用か

ら始めて長時間利用に結びつけていく必要がある者等，利用者側のやむを得ない事情

により長時間のサービス利用が困難なものが利用する場合，４時間以上５時間未満の

報酬区分の所定単位数の 100 分の 63 に相当する単位数を算定する。 

認知症対応型通所介護の本来の目的に照らし，単に入浴サービスのみといった利用

は適当ではなく，利用者の日常生活動作能力等の向上のため，日常生活を通じた機能

訓練等を実施すること。 

 

(2) 感染症又は災害の発生を理由とする利用者数の減少が生じた場合の取扱い 

（宇城市へ届出）（密着算定基準３注３）【区分支給限度基準額の算定対象外】 

〇感染症又は災害の発生を理由とし，当該月の利用者数の実績が当該月の前年度にお

ける月平均の利用者数よりも１００分の５以上減少している場合に，市町村長に届け

出た事業所において，認知症対応型通所介護を行った場合には，利用者数が減少した

月の翌々月から３月以内に限り，１回につき所定単位数の１００分の３に相当する単

位数を加算する。ただし，利用者数の減少に対応するための経営改善に時間を要する

ことその他の特別の事情があると認められる場合は，当該加算の期間が終了した月の

翌月から３月以内に限り，引き続き加算することができる。※令和３年３月 16 日付

老認発 0316 第 4 号老老発 0316 第 3 号「通所介護等において感染症又は災害

の発生を理由とする利用者数の減少が一定以上生じている場合の評価に係る基本的な

考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」を参照。 

 

ただし，利用者数の減少に対応するための経営改善に時間を要することその他の特別

の事情があると認められる場合は，当該加算の期間が終了した月の翌月から３月以内

に限り，引き続き加算することができる。※令和３年３月 16 日付老認発 0316 第 

4 号老老発 0316 第 3 号「通所介護等において感染症又は災害の発生を理由とす

る利用者数の減少が一定以上生じている場合の評価に係る基本的な考え方並びに事務

処理手順及び様式例の提示について」を参照。 
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 通所介護事業〈３％加算及び規模区分の特例（新型コロナウイルス感染症による休業要請時の取扱い＞ 

【Ｑ】 各月の利用延人員数及び前年度の１月当たりの平均利用延人員数は、通所介護、地域密着

型通所介護及び（介護予防）認知症対応型通所介護については、「指定居宅サービスに要

する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸

与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う

実施上の留意事項について」（平成 12  年３月１日老企第 36  号）（以下「留意事項通

知」という。）第２の７（４）及び（５）を、通所リハビリテーションについては留意事

項通知第２の８（２）及び（８）を準用し算定することとなっているが、 新型コロナウイ

ルス感染症の感染拡大防止のため、都道府県等からの休業の要請を受けた事業所にあって

は、休業要請に従って休業した期間を、留意事項通知の「正月等の特別な期間」として取

り扱うことはできるか。 

【Ａ】留意事項通知において「一月間（暦月）、正月等の特別な期間を除いて毎日事業を実施し

た月における平均利用延人員数については、当該月の平均利用延人員数に七分の六を乗じ

た数によるものとする。」としているのは、「正月等の特別な期間」においては、ほとん

ど全ての事業所がサービス提供を行っていないものと解されるためであり、この趣旨を鑑

みれば、都道府県等からの休業の要請を受け、これに従って休業した期間や、自主的に休

業した期間を「正月等の特別な期間」として取り扱うことはできない。 

 なお、通所介護、通所リハビリテーションにあっては、留意事項通知による事業所規模区

分の算定にあたっても、同様の取扱いとすることとする。 

 通所介護事業〈３％加算及び規模区分の特例（介護予防サービスと一体的に実施している場合＞ 

【Ｑ】 各月の利用延人員数及び前年度の１月当たりの平均利用延人員数は、認知症対応型通所介

護については、留意事項通知第２の７（４）及び（５）を準用し算定することとなってい

るが、指定認知症対応型通所介事業者が指定介護予防認知症対応型通所介護事業者の指定

をあわせて受けている場合であって両事業を一体的に実施している場合、指定介護予防認

知症対応型通所介護事業所における平均利用延人員数を含むのか。 

【Ａ】 貴見のとおり。 

 通所介護事業〈３％加算及び規模区分の特例（加算算定延長の可否＞ 

【Ｑ】 ３％加算については、加算算定終了の前月においてもなお、利用延人員数が５％ 以上減

少している場合は、加算算定の延長を希望する理由を添えて、加算算定延長の届出を行う

こととなっているが、どのような理由があげられている場合に加算算定延長を認めること

とすればよいのか。都道府県・市町村において、届出を行った通所介護事業所等の運営状

況等を鑑み、判断することとして差し支えないのか。 

【Ａ】 通所介護事業所等から、利用延人員数の減少に対応するための経営改善に時間を要するこ

と等の理由が提示された場合においては、加算算定の延長を認めることとして差し支えな

い。 

 通所介護事業〈３％加算及び規模区分の特例（届出様式（例）の取り扱い＞ 

【Ｑ】「通所介護等において感染症又は災害の発生を理由とする利用者数の減少が一定以上生じ

ている場合の評価に係る基本的な考え方並びに事務処理手順及び様式例の提 示について」

（老認発 0316 第４号・老老発 0316 第３号令和３年３月 16 日厚生労働省老健局認知

症施策・地域介護推進課長、老人保健課長連名通知。以下「本体通知」という。）におい

て、各事業所における３％加算算定・規模区分の特例の適用に係る届出様式（例）が示さ

れているが、届出にあたっては必ずこの様式（例）を使用させなければならないのか。都

道府県や市町村において独自の様式を作成することは可能か。 

【Ａ】 

 本体通知における届出様式（例）は、今回の取扱いについて分かりやすくお伝えする観点

や事務手続きの簡素化を図る観点からお示ししたものであり、都道府県・市町村におかれ

ては、できる限り届出様式（例）を活用されたい。 

 なお、例えば、届出様式（例）に加えて通所介護事業所等からなされた届出が適正なもの

であるか等を判断するために必要な書類等を求めることは差し支えない。 

（次ページへ続く） 
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 通所介護事業〈３％加算及び規模区分の特例（他事業所の利用者を臨時的に受け入れた場合の 

利用延人数の算定） 

【Ｑ】 新型コロナウイルス感染症の影響による他の事業所の休業やサービス縮小等に伴って、当該

事業所の利用者を臨時的に受け入れた結果、利用者数が増加した事業所もある。このような

事業所にあっては、各月の利用延人員数及び前年度１月当たりの平均利用延人員数の算定に

あたり、やむを得ない理由により受け入れた利用者について、その利用者を明確に区分した

上で、平均利用延人員数に含まないこととしても差し支えないか。 

【Ａ】差し支えない。本体通知においてお示ししているとおり、各月の利用延人員数及び前年度の

１月当たりの平均利用延人員数の算定にあたっては、通所介護、地域密着型通所介護及び

（介護予防）認知症対応型通所介護については、「指定居宅サービスに要する費用の額の算

定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び

指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項につ

いて」（平成 12  年３月１日老企第 36  号）（以下「留意事項通知」という。）第２の７

（５）を、通所リハビリテーションについては留意事項通知第２の ８（２）を準用すること

としており、同項中の「災害その他やむを得ない理由」には新 型コロナウイルス感染症の影

響も含まれるものである。なお、新型コロナウイルス感染 症の影響により休業やサービス縮

小等を行った事業所の利用者を臨時的に受け入れた 後、当該事業所の休業やサービス縮小等

が終了してもなお受け入れを行った利用者が ３％ 加算の算定や規模区分の特例を行う事業

所を利用し続けている場合、当該利用者については、平均利用延人員数に含めることとす

る。 

また、通所介護、通所リハビリテーションにあっては、留意事項通知による事業所規模区分

の算定にあたっても、同様の取扱いとすることとする。 

  

 通所介護事業〈３％加算及び規模区分の特例（利用者又はその家族への説明・同意の取得） 

【Ｑ】 ３％加算や規模区分の特例を適用するにあたり、通所介護事業所等において利用者又はその

家族への説明や同意の取得を行う必要はあるか。また、利用者又はその家族 への説明や同意

の取得が必要な場合、利用者又はその家族への説明を行ったことや、利用者又はその家族か

ら同意を受けたことを記録する必要はあるか。 

【Ａ】 ３％加算や規模区分の特例を適用するにあたっては、通所介護事業所等が利用者又はその家

族への説明や同意の取得を行う必要はない。なお、介護支援専門員が居宅サービス計画の原

案の内容（サービス内容、サービス単位／金額等）を利用者又はその家族に説明し同意を得

ることは必要である。 

 通所介護事業〈３％加算及び規模区分の特例（適用対象者の考え方） 

【Ｑ】 ３％加算や規模区分の特例を適用する場合は、通所介護事業所等を利用する全ての利用者に

対し適用する必要があるのか。 

【Ａ】 ３％加算や規模区分の特例は、感染症や災害の発生を理由として利用延人員数が減少した場

合に、状況に即した安定的なサービス提供を可能とする観点から設けられたものであり、こ

の趣旨を鑑みれば、当該通所介護事業所等を利用する全ての利用者に対し適用することが適

当である。 

 

（令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）【最新情報 Vol.941】） 

 

 

（次ページへ続く） 
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 通所介護事業（３％加算及び規模区分の特例（３％加算の年度内での算定可能回数）＞ 

 

【Ｑ】 新型コロナウイルス感染症の影響により利用延人員数が減少した場合、３％加算算定の届

出は年度内に１度しか行うことができないのか。例えば、令和３年４月に利用延人員数が

減少し、令和３年５月に３％加算算定の届出を行い、令和３年６月から３％加算を算定し

た場合において、令和３年６月に利用延人員数が回復し、令和３年７月をもって３％加算

の算定を終了した事業所があったとすると、当該事業所は令和３年度中に再び利用延人員

数が減少した場合でも、再度３％加算を算定することはできないのか。 

【Ａ】 感染症や災害（３％加算の対象となる旨を厚生労働省から事務連絡によりお知らせしたも

のに限る。）によって利用延人員数の減少が生じた場合にあっては、基本的に一度３％加

算を算定した際とは別の感染症や災害を事由とする場合にのみ、再度３％加算を算定する

ことが可能である。 

※ 令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和３年３月 19 日）問６は削除する。 

   

 

（令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.3）【最新情報 Vol.952】） 

 

 

(３) 延長サービスについて（宇城市へ届出）（密着算定基準別表３注４） 

所要時間８時間以上９時間未満の認知症対応型通所介護の前後に，連続して日常生                                                                                                                                                                                                                              

活上の世話を行う場合について，認知症対応型通所介護と延長サービスを通算した時

間が９時間以上の場合は，下記の区分に応じて，所定単位数に加算する。 

・9 時間以上 10 時間未満の場合••• 50 単位／日 

• 10 時間以上 11 時間未満の場合•••100 単位／日 

• 11 時間以上 12 時間未満の場合•••150 単位／日 

• 12 時間以上 13 時間未満の場合•••200 単位／日 

• 13 時間以上 14 時間未満の場合•••250 単位／日 

＜算定要件＞ 

延長サービスを行うことが可能な体制（適当数の従業者の確保）をとっていること。 

宿泊サービスを利用する場合は延長加算の算定不可。 
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通所介護事業〈継続して通所介護を行った場合の算定〉 

【Ｑ】7 時間の通所介護に引き続いて 5 時間の通所介護を行った場合は、それぞれの通所介護

費を算定できるのか。 

【Ａ】日中と夕方に行われるそれぞれのプログラムが個々の利用者に応じて作成され、当該プロ

グラムに従って、単位ごとに効果的に実施されている場合は、それぞれの単位について算

定できる。この場合も、1 日につき算定することとされている加算項目は当該利用 

者についても当該日に 1 回限り算定できる。 

単に日中の通所介護の延長として夕方に通所介護を行う場合は、通算時間は 12 時間として、 

所要時間 7 時間以上 9 時間未満の通所介護費に 3 時間分の延長サービスを加算して算定す 

る。認知症対応型通所介護についても同様の考え方とする。 

 通所介護事業〈延長加算の見直し〉 

【Ｑ】９時間の通所介護等の前後に送迎を行い、居宅内介助等を実施する場合も延長加算は算定

可能か。 

【Ａ】延長加算については算定して差し支えない。 

（平成 27 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ【最新情報 Vol.454】） 

 

 通所介護事業〈延長加算の見直し〉 

【Ｑ】宿泊サービスを利用する場合等については延長加算の算定が不可とされたが、指定居宅サ

ービス等基準第９６条第３項第２号に規定する利用料は、宿泊サービスとの区分がされて

いれば算定することができるか。 

【Ａ】通所介護等の営業時間後に利用者を宿泊させる場合には、別途宿泊サービスに係る利用料

を徴収していることから、延長に係る利用料を徴収することは適当ではない。 

 通所介護事業〈延長加算の見直し〉 

【Ｑ】「宿泊サービス」を利用した場合には、延長加算の算定はできないこととされているが、

以下の場合には算定可能か 

①通所介護事業所の営業時間の開始前に延長サービスを利用した後、通所介護等を利用し

その当日より宿泊サービスを利用した場合 

②宿泊サービスを利用した後、通所介護サービスを利用し通所介護事業所の営業時間の終

了後に延長サービスを利用した後、自宅に帰る場合 

【Ａ】同一日に宿泊サービスの提供を受ける場合は、延長加算を算定することは適当ではない。 

（平成 27 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ【最新情報 Vol.454】） 

 通所介護事業〈延長加算〉 

【Ｑ】 所要時間が８時間未満の場合でも、延長加算を算定することはできるか。 

【Ａ】 延長加算は、所要時間８時間以上９時間未満の指定通所介護等を行った後に引き続き

日常生活上の世話を行った場合等に算定するものであることから、算定できない。 

 通所介護事業〈延長加算〉 

【Ｑ】 サービス提供時間の終了後から延長加算に係るサービスが始まるまでの間はどのよう

な人員配置が必要となるのか。 

【Ａ】 延長加算は、所要時間８時間以上９時間未満の指定通所介護等を行った後に引き続き

日常生活上の世話を行った場合等に算定するものであることから、例えば通所介護等のサ

ービス提供時間を８時間 30 分とした場合、延長加算は８時間以上９時間未満に引き続

き、９時間以上から算定可能である。サービス提供時間終了後に日常生活上の世話をする

時間帯（９時間に到達するまでの 30 分及び９時間以降）については、サービス提供時間

ではないことから、事業所の実情に応じて適当数の人員を配置していれば差し支えない

が、安全体制の確保に留意すること。 

※ 平成 24  年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol.１）（平成 24  年３月 16 日）問 60  

は削除する。 
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 通所介護事業〈延長サービスに係る利用料〉 

【Ｑ】 延長サービスに係る利用料はどのような場合に徴収できるのか。 

【Ａ】 通常要する時間を超えた場合の延長サービスに係る利用料については、サービス提供 時

間が９時間未満である場合において行われる延長サービスやサービス提供時間が 14 時

間以上において行われる延長サービスについて徴収できるものである。また、サービス

提供時間が 14 時間未満である場合において行われる延長サービスについて、延長加算

にかえて徴収することができる。（同一時間帯について延長加算に加えて利用料を上乗

せして徴収することはできない。）なお、当該延長加算を算定しない場合においては、

延長サービスに係る届出を行う必要はない。 

 

（参考）延長加算及び延長サービスに係る利用料徴収の例 

① サービス提供時間が８時間であって、６時間延長サービスを実施する場合 

→８時間までの間のサービス提供に係る費用は、所要時間区分が８時間以上９時間 

未満の場合として算定し、９時間以降 14 時間までの間のサービス提供に係る費用

は、 延長加算を算定する。 

 

② サービス提供時間が８時間であって、７時間延長サービスを実施する場合 

→８時間までの間のサービス提供に係る費用は、所要時間区分が８時間以上９時間 

未満の場合として算定し、９時間以降 14 時間までの間のサービス提供に係る費用

は、延長加算を算定し、14 時間以降 15 時間までの間のサービス提供に係る費用

は、延長 サービスに係る利用料として徴収する。 

※ 平成 24  年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol.１）（平成 24  年３月 16  日）問 62  は削除する。 

（令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.3）【最新情報 Vol.952】） 
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(４) 中山間地域等に居住する者へのサービスについて（密着算定基準別表３注５） 

【区分支給限度基準額の算定対象外】 

   従業者が，厚生労働大臣が定める地域（※）に居住している利用者に対して，通

常の実施地域を越えて，サービスを行った場合に１日につき所定単位数の１００分

の５に相当する単位数を算定する。 

  ・この加算を算定する利用者については，交通費の支払いを受けることはできな 

い。 

 

※厚生労働大臣が定める中山間地域等の地域（熊本県集団指導参考） 

 

(5) 入浴介助加算（宇城市へ届出）（密着算定基準別表３注６） 

○別に厚生労働大臣が定める基準による入浴介助を行った場合は，１日につき次に                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                      

掲げる単位数を加算する。ただし，次に掲げるいずれかの加算を算定している場

合は，次に掲げるその他の加算は算定しない。 
 

◎ 入浴介助加算（Ⅰ） ４０単位／日 

○入浴介助を適切に行うことができる人員及び設備を有して行われる入浴介助であ

ること。 

 

※実施上の留意点について（密着算定基準留意事項第２の４（９）で準用する第３の２（８）） 

① 入浴介助加算（Ⅰ）は，入浴中の利用者の観察を含む介助を行う場合について算

定されるものであるが，この場合の「観察」とは，自立生活支援のための見守り的援

助のことであり，利用者の自立支援や日常生活動作能力などの向上のために，極

力利用者自身の力で入浴し，必要に応じて介助，転倒予防のための声かけ，気分

の確認などを行うことにより，結果として，身体に直接接触する介助を行わなか

った場合についても，加算の対象となるものであること。なお，この場合の入浴

には， 利用者の自立生活を支援する上で最適と考えられる入浴手法が，部分浴

（シャワー浴含む）等である場合は，これを含むものとする。 

※ケアプランで，最適と位置付けられていない部分浴，清拭は対象とならな                                                                                                                                                                                                     

い。 

② 通所介護計画上，入浴の提供が位置付けられている場合に，利用者側の事情に                                                                                                                                                                                                            

より，入浴を実施しなかった場合については，加算を算定できない。 
 

 

◎ 入浴介助加算（Ⅱ） ５５単位／日                                                                                                          

以下のいずれにも適合すること。 

○入浴介助を適切に行うことができる人員及び設備を有して行われる入浴介助で                                                                                                                                                                                                                  

あること。 

 
離島振興対策 

実施地域 
振興山村 辺地 半島地域 特定農山村 過疎地域 

根拠条文 
離島振興法 

第２条第１項 

山村振興法 

第７条第１項 

辺地に係る公共的施設の総

合整備のための財政上の特

別措置等の関する法律 

第２条歳１項 

半島振興法 

第２条第 1 項 

特定農山村地域に

おける農林業等の

活性化のための基

盤整備の促進に関

する法律 

第２条第１項 

過疎地域自立促

進特別措置法 

第２条第１項 

宇城市   

古場、八柳、千房、 

古屋敷、大見、向山、 

山田、馬場、底江 

旧不知火町、 

旧三角町 

旧三角町 

旧大岳村 

旧三角町、 

旧豊野町 



37 

 

① 医師，理学療法士，作業療法士，介護福祉士，介護支援専門員等（以下「医師

等」という。）が利用者の居宅を訪問し，浴室における当該利用者の動作及び浴

室の環境を評価していること。この際，当該居宅の浴室が，当該利用者自身又は

家族等の介助により入浴を行うことが難しい環境にある場合は， 訪問した医師等

が，指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員又は指定福祉用具貸与事業所若し

くは指定特定福祉用具販売事業所の福祉用具専門相談員と連携し，福祉用具の貸

与若しくは購入又は住宅改修等の浴室の環境整備に係る助言を行うこと。 

② 当該指定認知症対応型通所介護事業所の機能訓練指導員，看護職員，介護職員，

生活相談員その他の職種の者（以下「機能訓練指導員等」という。）が共同して，

利用者の居宅を訪問した医師等との連携の下で，当該利用者の身体の状況や訪問

により把握した当該居宅の浴室の環境等を踏まえた個別の入浴計画を作成するこ

と。 

③ 上記入浴計画に基づき，個浴（個別の入浴をいう。）その他の利用者の居宅の状

況に近い環境で，入浴 介助を行うこと。 

 

※実施上の留意点について（密着算定基準留意事項第２の４（９）で準用する第３の２（８）） 

ア   入浴介助加算（Ⅰ）①及び②を準用する。 

イ 入浴介助加算（Ⅱ）は，利用者が居宅において，自身で又は家族若しく

は                                                                                                                                                                                                         

居宅で入浴介助を行うことが想定される従業員等（以下「家族•従業員等」

という。）の介助によって入浴ができるようになることを目的とし，以下ａ

～ ｃを実施することを評価するものである。なお，入浴介助加算（Ⅱ）の

算定に関係する者は，利用者の状態に応じ，自身で又は家族•従業員等の

介助により尊厳を保持しつつ入浴ができるようになるためには，どのよう

な介護技術を用いて行うことが適切であるかを念頭に置いた上で，ａ～ｃを

実施する。                

ａ医師，理学療法士，作業療法士，介護福祉士，介護支援専門員等（利用者の

動作及び浴室の環境の評価を行うことができる福祉用具専門相談員，機                                                                                                                                                                                                          

能訓練指導員を含む。）が利用者の居宅を訪問（個別機能訓練加算を取得す

るにあたっての訪問等を含む。）し，利用者の状態をふまえ，浴室における

当該利用者の動作及び浴室の環境を評価する。その際，当該利用者の居宅

を訪問し評価した者が，入浴に係る適切な介護技術に基づいて，利用者の

動作を踏まえ，利用者自身で又は家族•従業員等の介助により入浴を行う

ことが可能であると判断した場合，通所介護事業所に対しその旨情報共有

する。また，当該利用者の居宅を訪問し評価した者が，通所介護事業所の

従業者以外の者である場合は，書面等を活用し，十分な情報共有を行うよ

う留意すること。 

（※）当該利用者の居宅を訪問し評価した者が，入浴に係る適切な介護技術に                                                                                                                                                                                                           

基づいて，利用者の動作を踏まえ，利用者自身で又は家族•従業員等の介助に

より入浴を行うことが難しいと判断した場合は，居宅介護支援事業所の介

護支援専門員又は福祉用具貸与事業所若しくは特定福祉用具販売事業所の

福祉用具専門相談員と連携し，利用者及び当該利用者を担当する介護支援

専門員等に対し，福祉用具の貸与若しくは購入又は住宅改修等の浴室の環

境整備に係る助言を行う。 

ｂ 通所介護事業所の機能訓練指導員等が共同して，利用者の居宅を訪問し                                                                                                                                                                                                 

評価した者との連携の下で，当該利用者の身体の状況や訪問により把握し

た利用者の居宅の浴室の環境等を踏まえた個別の入浴計画を作成する。な

お，個別の入浴計画に相当する内容を（地域密着型）通所介護計画の中に記

載する場合は，その記載をもって個別の入浴計画の作成に代えることがで

きるものとする。 
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《他市町村における不適正事例》 

•入浴介助加算を算定している日に入浴介助の記録がなく，入浴の事実を確認することができ

ない。 

•アセスメント及びサービス担当者会議でサービスの必要性が検討されていない。計画書に入

浴介助が位置づけられていない。 

 通所介護事業〈入浴介助加算Ⅱ＞ 

【Ｑ】 入浴介助加算(Ⅱ)は、利用者が居宅において利用者自身で又は家族等の介助により入浴を

行うことができるようになることを目的とするものであるが、この場合の「居宅」とはど

のような場所が想定されるのか。 

【答１】利用者の自宅（高齢者住宅（居室内の浴室を使用する場合のほか、共同の浴室を使用す

る場合も含む。）を含む。）のほか、利用者の親族の自宅が想定される。なお、自宅に浴

室がない等、具体的な入浴場面を想定していない利用者や、本人が希望する場所で入浴す

るには心身機能の大幅な改善が必要となる利用者にあっては、以下①～⑤をすべて満たす

ことにより、当面の目標として通所介護等での入浴の自立を図ることを目的として、同加

算を算定することとしても差し支えない。 

① 通所介護等事業所の浴室において、医師、理学療法士、作業療法士、介護福祉士、介 

護支援専門員等（利用者の動作及び浴室の環境の評価を行うことができる福祉用具専 門

相談員、機能訓練指導員を含む。）が利用者の動作を評価する。 

② 通所介護等事業所において、自立して入浴することができるよう必要な設備（入浴に関

する福祉用具等）を備える。 

③ 通所介護等事業所の機能訓練指導員等が共同して、利用者の動作を評価した者等と の

連携の下で、当該利用者の身体の状況や通所介護等事業所の浴室の環境等を踏まえた個

別の入浴計画を作成する。なお、個別の入浴計画に相当する内容を通所介護計画の中に

記載する場合は、その記載をもって個別の入浴計画の作成に代えることができるものと

する。 

④ 個別の入浴計画に基づき、通所介護等事業所において、入浴介助を行う。 

⑤ 入浴設備の導入や心身機能の回復等により、通所介護等以外の場面での入浴が想定 で

きるようになっているかどうか、個別の利用者の状況に照らし確認する。 

なお、通所リハビリテーションについても同様に取り扱う。 

 

（次ページへ続く） 

ｃ ｂの入浴計画に基づき，個浴その他の利用者の居宅の状況に近い環境に                                                                                                                                                                                                                   

て，入浴介助を行う。なお，この場合の「個浴その他の利用者の居宅の状況

に近い環境」とは，手すりなど入浴に要する福祉用具等を活用し利用者の

居宅の浴室の環境を個別に模したものとして差し支えない。また，入浴介

助を行う際は，関係計画等の達成状況や利用者の状態をふまえて，自身で

又は家族•従業員等の介助によって入浴することができるようになるよう， 

必要な介護技術の習得に努め，これを用いて行われるものであること。な

お，必要な介護技術の習得にあたっては，既存の研修等を参考にすること。 

 

 

 

 

 

 



39 

 

 通所介護事業〈入浴介助加算（Ⅱ）〉  

【Ｑ】入浴介助加算(Ⅱ)について、医師、理学療法士、作業療法士、介護福祉士、介護支援専門

員等（利用者の動作及び浴室の環境の評価を行うことができる福祉用具専門相 談員、機能

訓練指導員を含む。）が利用者の居宅を訪問し、浴室における当該利用者の 動作及び浴室

の環境を評価することとなっているが、この他に評価を行うことができる者としてどのよ

うな者が想定されるか。 

【Ａ】地域包括支援センターの担当職員、福祉・住環境コーディネーター２級以上の者等が                                                                                                                                                           

想定される。 

なお、通所リハビリテーションについても同様に取扱う。 

 通所介護事業〈入浴介助加算（Ⅱ）〉 

【Ｑ】 入浴介助加算(Ⅱ)については、算定にあたって利用者の居宅を訪問し、浴室における当該

利用者の動作及び浴室の環境を評価することとなっているが、この評価は算定開始後も定

期的に行う必要があるのか。 

【Ａ】当該利用者の身体状況や居宅の浴室の環境に変化が認められた場合に再評価や個別の入浴

計画の見直しを行うこととする。 

 通所介護事業〈入浴介助加算（Ⅱ）〉 

【Ｑ】 入浴介助加算(Ⅱ)では、個別の入浴計画に基づき、個浴その他の利用者の居宅の状況に近

い環境にて、入浴介助を行うこととなっているが、この場合の入浴介助とは具体的にどの

ような介助を想定しているのか。 

【Ａ】 利用者の入浴に係る自立を図る観点から、入浴に係る一連の動作のうち、利用者が自身の

身体機能のみを活用し行うことができる動作については、引き続き実施できるよう見守り

的援助を、介助を行う必要がある動作については、利用者の状態に応じた身体介助を行

う。なお、入浴介助加算(Ⅱ)の算定にあたっての関係者は、利用者の尊厳の保持に配慮

し、その状態に応じ、利用者自身で又は家族等の介助により入浴ができるようになるよ

う、常日頃から必要な介護技術の習得に努めるものとする。 

＜参考次ページ参照：利用者の状態に応じた身体介助の例＞ ※あくまでも一例であり、同

加算算定に当たって必ず実施しなければならないものではない。 

 

 通所介護事業〈入浴介助加算（Ⅰ）及び（Ⅱ）〉 

【Ｑ】 同一事業所において、入浴介助加算(Ⅰ)を算定する者と入浴介助加算(Ⅱ)を算定する者が

混在しても差し支えないか。また、混在しても差し支えない場合、「指定居宅サービスに

要する費用の額の算定に関する基準、指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する

基準、指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準、指定介護予防サービス

に要する費用の額の算定に関する基準、指定介護予防支援に要する費用の額の算定に関す

る基準、指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指定地域密着

型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う介護給付費算定に

係る体制等に関する届出等における留意点について」 （平成 12 年３月８日老企第 41 

号）に定める「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（居宅サービス・施設サービス・

居宅介護支援）」等はどのように記載させればよいか。 

【Ａ】 前段については、差し支えない。後段については、「加算Ⅱ」と記載させることとする。

（「加算Ⅱ」と記載した場合であっても、入浴介助加算(Ⅰ)を算定することは可能であ

る。 

（令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.8）【最新情報 Vol.974】） 
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 通所介護事業〈入浴介助加算（Ⅱ）〉 

【問】 入浴介助加算(Ⅱ)については、個浴その他の利用者の居宅の状況に近い環境（手すりなど入

浴に要する福祉用具等を活用し利用者の居宅の浴室の環境を個別に模したも の）にて、入浴

介助を行うこととなっているが、例えばいわゆる大浴槽に福祉用具等を 設置すること等によ

り利用者の居宅の浴室の状況に近い環境を再現することとしても 差し支えないのか。 

【答】 例えば、利用者の居宅の浴室の手すりの位置や浴槽の深さ・高さ等にあわせて、可動式手す

り、浴槽内台、すのこ等を設置することにより、利用者の居宅の浴室の状況に近い環境が再

現されていれば、差し支えない。 

  「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.8）令和３年 4 月 26 日」 
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(6) 生活機能向上連携加算（宇城市へ届出）（密着算定基準別表３注７） 

○認知症対応型通所介護事業所において，外部との連携により，利用者の身体の状況

等の評価を行い，かつ，個別機能訓練計画を作成した場合に加算する。 

 

◎生活機能向上連携加算（I）１００単位／月（３月に１回を限度） 

○個別機能訓練加算を算定している場合は，算定しない。 

○次に掲げるいずれかの加算を算定している場合は，次に掲げるその他の加算は算定

しない。 

○次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

① 指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又は

リハビリテーションを実施している医療提供施設(病院にあっては，許可病床数が 

200 床未満のもの又は当該病院を中心とした半径４キロメートル以内に診療所が

存在しないものに限る。)の理学療法士，作業療法士，言語聴覚士又は医師（以下

「理学療法士等」いう。）の助言に基づき，当該（認知症対応型）通所介護事業所

の機能訓練指導員，看護職員，介護職員，生活相談員その他の職種の者（以下「機能

訓練指導員等」という。）が利用者の身体状況等の評価及び個別機能訓練計画の作

成を行っている。 

※「リハビリテーションを実施している医療提供施設」とは，診療報酬における

疾患別リハビリテーション料の届出を行っている病院若しくは診療所又は介護

老人保健施設，介護療養型医療施設若しくは介護医療院であること（以下同

じ。）。 

② 個別機能訓練計画に基づき，利用者の身体機能又は生活機能向上を目的とす機

能訓練の項目を準備し，機能訓練指導員等が，利用者の心身の状況に応じて計画

的に機能訓練を適切に提供していること。 

③ ①の評価に基づき，個別機能訓練計画の進捗状況等を３月ごとに１回以上評価

し，利用者又はその家族に対して機能訓練の内容と個別機能訓練計画の進捗状況等

を説明し，必要に応じて訓練内容の見直し等を行っていること。 

 

※実施上の留意点について（密着算定基準留意事項第２の４（６）で準用する第３の２（１０）） 

ア 個別機能訓練計画の作成の際，理学療法士等は，機能訓練指導員等に対し、

日常生活上の留意点，介護の工夫等に関する助言を行うこと。 

イ  個別機能訓練計画の作成に当たっては，指定訪問リハビリテーション事業所， 

指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施している医

供施設の理学療法士等は，当該利用者のＡＤＬ（寝返り，起き上がり，移乗，歩

行，着衣，入浴，排せつ等）及びＩＡＤＬ（調理，掃除，買物，金銭管理，服薬

状況等）に関する状況について，指定訪問リハビリテーション事業所，指定通

所リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施している医療提施

設の場において把握し，又は，指定通所介護事業所の機能訓練指導員等と連携

してＩＣＴを活用した動画やテレビ電話を用いて把握した上で，当該指定通所

介護事業所の機能訓練指導員等に助言を行うこと。なお，ＩＣＴを活用した動

画やテレビ電話を用いる場合においては，理学療法士等がＡＤＬ及びＩＡＤＬ 

に関する利用者の状況について適切に把握することができるよう，理学療法士

等と機能訓練指導員等で事前に方法等を調整するものとする。 

ウ   個別機能訓練計画には，利用者ごとにその目標，実施時間，実施方法等の内

を記載しなければならない。目標については，利用者又はその家族の意向及び

当該利用者を担当する介護支援専門員の意見も踏まえ策定することとし，当該

利用者の意欲の向上につながるよう，段階的な目標を設定するなど可能な限り

具体的かつ分かりやすい目標とすること。なお， 個別機能訓練計画に相当する

内容を通所介護計画の中に記載する場合は，その記載をもって個別機能訓練計

画の作成に代えることができる。 
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エ 個別機能訓練計画に基づき，利用者の身体機能又は生活機能の向上を目的と

する機能訓練の項目を準備し，機能訓練指導員等が，利用者の心身の状況に応

じて計画的に機能訓練を適切に提供している。 

オ 個別機能訓練計画の進捗状況等の評価について 

・機能訓練指導員等は，各月における評価内容や目標の達成度合いについて， 

利用者又はその家族及び理学療法士等に報告•相談し，理学療法士等から必 

要な助言を得た上で，必要に応じて当該利用者又はその家族（以下このエに 

おいて「利用者等」という。）の意向を確認の上，当該利用者のＡＤＬやＩ 

ＡＤＬの改善状況を踏まえた目標の見直しや訓練内容の変更など適切な対 

応を行うこと。 

・理学療法士等は，機能訓練指導員等と共同で，３月ごとに１回以上，個別機 

能訓練の進捗状況等について評価した上で，機能訓練指導員等が利用者又は 

その家族に対して個別機能訓練計画の内容（評価を含む。）や進捗状況等を 

説明していること。また利用者等に対する説明は，テレビ電話装置等を活用

して行うことができるものとすること。ただし，テレビ電話装置等の活用に

ついて当該利用者等の同意を得なければならないこと。なお，テレビ電話

装置等の活用に当たっては，個人情報保護委員会•厚生労働省「医療•介

護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」，厚生

労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」を遵守するこ

と。 

カ 機能訓練に関する記録（実施時間，訓練内容，担当者等）は，利用者ごとに

保管され，常に当該事業所の機能訓練指導員等により閲覧が可能であるよう

にすること。 

キ 生活機能向上連携加算(I)は個別機能訓練計画に基づき個別機能訓練を提供し

た初回の月に限り，算定されるものである。なお，①の助言に基づき個別

機能訓練計画を見直した場合には，本加算を再度算定することは可能であ

るが，利用者の急性増悪等により個別機能訓練計画を見直した場合を除き，

当該月の翌月及び翌々月は本加算を算定しない。 

 

 

◎生活機能向上連携加算（Ⅱ） ２００単位／月 

○個別機能訓練加算を算定している場合は，１００単位／月とする。 

○次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

①   指定訪問リハビリテーション事業所又は指定通所リハビリテーション事業所又は 

リハビリテーションを実施している医療提供施設の理学療法士等が，当該指定事業

所を訪問し，当該事業所の機能訓練指導員等と共同して，利用者の身体の状況等

の評価及び個別機能訓練計画の作成を行っていること。                                                                                                                                                                                                                  

②   個別機能訓練計画に基づき，利用者の身体機能又は生活機能向上を目的とする

機能訓練の項目を準備し，機能訓練指導員等が，利用者の心身の状況に応じた機

能訓練を適切に提供していること。 

③   ①評価に基づき，個別機能訓練計画の進捗状況等を３月ごとに１回以上評価し， 利

用者又はその家族に対して機能訓練の内容と個別機能訓練計画の進捗状況等を説明

し，必要に応じて訓練内容の見直し等を行っていること 

 

※実施上の留意点について（密着算定基準留意事項第２の４（６）で準用する第３の２（１０）） 

ア 個別機能訓練計画の作成の際，理学療法士等は，機能訓練指導員等に対し、

日常生活上の留意点，介護の工夫等に関する助言を行うこと。 

イ 個別機能訓練計画の進捗状況等の評価について 

・機能訓練指導員等は，各月における評価内容や目標の達成度合いについて，                                                                                                                                                                                                            

利用者又はその家族及び理学療法士等に報告•相談し，理学療法士等から

必要な助言を得た上で，必要に応じて当該利用者又はその家族の意向を確
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認の上， 当該利用者のＡＤＬやＩＡＤＬの改善状況を踏まえた目標の見直

しや訓練内容の変更など適切な対応を行うこと。 

・理学療法士等は，３月ごとに１回以上指定通所介護事業所を訪問し，機能

訓練指導員等と共同で個別機能訓練の進捗状況等について評価した上で，

機能訓練指導員等が，利用者又はその家族に対して個別機能訓練計画の内

容（評価を含む。）や進捗状況等を説明し記録するとともに，必要に応じて

訓練内容の見直し等を行うこと。 

ウ  生活機能向上連携加算（I）の※実施上の留意点についてのウ，エ及びカによるこ 

と。 

エ 個別機能訓練加算を算定している場合は，別に個別機能訓練計画を作成する必要 

      はないこと。 

 

 
 

 

  

《他市町村における不適正事例》 

•理学療法士等の訪問を受けていることが確認できない。 

•機能訓練に関する記録（実施時間，訓練内容，担当者等）がない。 

•機能訓練指導員等が共同してアセスメント，評価及び個別機能訓練計画を作

成したことが確認できない。 

•通所介護事業所の非常勤職員として雇用している理学療法士を「理学療法士

等」に該当する者として加算を算定している。 
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＜生活機能向上連携加算について＞ 

 

平成 30 年 3 月 23 日 事務連絡 「平成 30 年度介護報酬改定に関する Q＆A（Vol.1） 

【Q】指定認知症対応型通所介護事業所は、生活機能向上連携加算に係る業務について指定訪問リ

ハビリテーション事業所又は指定通所リハビリテーション事業所若しくは医療提供施設と委託契約

を締結し、業務に必要な費用を指定訪問リハビリテーション事業所等に支払うことになると考えて

よいか。 

 

【A】貴見のとおりである。なお、委託料についてはそれぞれの合議により適切に設定する必要が

ある。 

 

＜生活機能向上連携加算について＞ 

 

平成 30 年 3 月 23 日発 事務連絡 「平成 30 年度介護報酬改定に関する Q＆A（Vol.1） 

 

【Q】生活機能向上連携加算は、同一法人の指定訪問リハビリテーション事業所若しくは指定通所

リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設（原則として許可

病床数 200 床未満のものに限る。）と連携する場合も算定できるものと考えてよいか。 

 

【A】貴見のとおりである。 

なお、連携先について、地域包括ケアシステムの推進に向けた在宅医療の主たる担い手として想定

されている 200 床未満の医療提供施設に原則として限っている趣旨や、リハビリテーション専門

職（理学療法士、作業療法士、言語聴覚士）の有効活用、地域との連携の促進の観点から、別法人

からの連携の求めがあった場合には、積極的に応じるべきである。 
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(６) 個別機能訓練加算（宇城市へ届出）（密着算定基準別表３注８） 

 

◎個別機能訓練加算(Ⅰ) 

専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士，作業療法士，言語聴覚士，看護

職員，柔道整復，あん摩マッサージ指圧師，はり師又はきゅう師（はり師及びき                                                                                                                                                                                                                              

ゅう師については，理学療法士,作業療法士,言語聴覚士,看護職員,柔道整復師,あん摩マ

ッサージ指圧師の資格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で６月以上機能訓練 

指導員に従事した経験を有する者に限る。）（以下「理学療法士等」という。）を１名以

上配置し，機能訓練指導員，看護職員，介護職員，生活相談員その他の職種のものが共同

して，利用者ごとに個別機能訓練計画を作成し，当該計画に基づき，計画的に行った

機能訓練について，１日につき 27 単位数を算定する。 

<算定要件> 

① １日 120 分以上，専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等を１名以

上配置していること。 

１週間のうち特定の曜日だけ理学療法士等を配置している場合は，その曜日にお

けるサービスのみが加算の対象。ただし，この場合その曜日をあらかじめ定められ， 利

用者や居宅介護支援事業者に周知されている必要がある。 

認知症対応型通所介護事業所の看護職員が，加算に係る機能訓練指導員の職務に

従事する場合には，当該職務の時間は認知症対応型通所介護事業所における看護職

員としての人員基準の算定に含めない。 

② 個別機能訓練を行うにあたっては，機能訓練指導員，看護職員，介護職員，生活

相談員その他の職種の者が共同し，利用者ごとの目標，実施方法等を内容とする個

別機能訓練計画を作成し，これに基づき行った個別機能訓練の効果，実施方法等に

ついて評価等を行うこと。 

③ 個別機能訓練を行う場合は，開始時及び概ね３か月ごとに１回以上利用者又は家族

に対し個別機能訓練計画の内容を説明し記録すること（テレビ電話装置等を活用

可能）。 

④ 個別機能訓練に関する記録（実施時間，訓練内容，担当者等）は，利用者ごとに保管

され，常に当該事業所の従事者により閲覧が可能であるようにしておくこと。 

 

◎個別機能訓練加算(Ⅱ) 

個別機能訓練加算(Ⅰ)を算定し，個別機能訓練計画の内容等の情報を厚生労働省

に提出し（科学的介護情報システム（LIFE）により），機能訓練の実施に当たって，

当該情報その他機能訓練の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用した場合，

１月につき 20 単位数を算定する。 

＜個別機能訓練加算＞ 

平成 18 年４月 21 日 発 介護制度改革 ivol.96 平成 18 年 4 月改定関係 Q＆A 

【Q】個別機能訓練加算に係る算定方法、内容等について示されたい。 

【A】当該個別機能訓練加算は、従来機能訓練指導員を配置することを評価していた体

制加算を、機能訓練指導員の配置と共に、個別に計画を立て、機能訓練を行うことを評

価することとしたものであり、介護サービスにおいては実施日、（介護予防）特定施設

入居者生活介護サービス及び介護老人福祉施設サービスにおいては入所期間のうち機能

訓練実施期間中において当該加算を算定することが可能である。 なお、具体的なサー

ビスの流れとしては、「多職種が協同して、利用者毎にアセスメントを行い、目標設

定、計画の作成をした上で、機能訓練指導員が必要に応じた個別機能訓練の提供を行

い、その結果を評価すること」が想定される。また、行われる機能訓練の内容は、各利

用者の心身伏況等に応じて、日常生活を営むのに必要な機能を改善し、又はその減退を

予防するのに必要な訓練を計画されたい。  
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(7) ＡＤＬ維持等加算（いずれかのみ加算）（宇城市へ届出）（密着算定基準別表３注９） 

○指定通所介護事業所において，利用者に対して指定通所介護を行った場合は，評価                                                                                                                                                                                                                              

対象期間（別に厚生労働大臣が定める期間）の満了日の属する月の翌月から 12 月

に限り，ＡＤＬ維持等加算(Ⅰ)又は(Ⅱ)を加算する。 

○ＡＤＬ維持等加算の算定に係る事務処理手順や様式例等については，厚生労働省の

通知を参照。（「ＡＤＬ維持等加算に関する事務処理手順及び様式例について」 

［平 30.4.6 老振発 0406 第 1 号•老老発第 0406 第 3 号］） 

 

◎ＡＤＬ維持等加算(Ⅰ) ３０単位／月 

○ 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

① 評価対象者（当該通所介護事業所の利用期間（②において「評価対象利用期間」と                                                                                                                                                                                                                              

いう。）が６月を超える者をいう。）の総数が 10 人以上であること。 

② 評価対象者全員について，評価対象利用期間の初月（以下「評価対象利用開始月」                                                                                                                                                                                                                          

という。）と，当該月の翌月から起算して６月目（６月目にサービスの利用がない場

合についてはサービスの利用があった最終の月）においてＡＤＬを評価し，その評

価に基づく値（以下「ＡＤＬ値」という。）を測定し，測定した日が属する月ごとに厚

生労働省に当該測定を提出していること。 

③ 評価対象者の評価対象利用開始月の翌月から起算して６月目の月に測定したＡＤ 

Ｌ値から評価対象利用開始月に測定したＡＤＬ値を控除して得た値を用いて一定の                                                                                                                                                                                                                       

基準に基づき算出した値（以下「ＡＤＬ利得」という。）の平均値が１以上であるこ

と。 
 

◎ＡＤＬ維持等加算(Ⅱ) ６０単位／月 

○ 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

①ＡＤＬ維持等加算(Ⅰ)算定基準の①及び②の基準に適合するものであること。 

②評価対象利用者のＡＤＬ利得の平均値が２以上であること。 

 

※ ADL 維持加算Ⅰ・Ⅱにおける、実施上の留意点について 

（密着算定基準留意事項第２の３の２（８）） 

ア ＡＤＬの評価は，一定の研修を受けた者により Barthel Index を用いて行うも

のとする。 

イ 厚生労働省へのＡＤＬ値の提出については，ＬＩＦＥを用いて行うこととする。

ウ AＤＬ利得は，評価対象利用開始月の翌月から起算して６月目の月に測定したＡ 

ＤＬ値から，評価対象利用開始月に測定したＡＤＬ値を控除して得た値に，次の 

表の左欄に掲げる者に係る同表の中欄の評価対象利用開始月に測定したＡＤＬ値 

    に応じてそれぞれ同表の右欄に掲げる値を加えた値を平均して得た値とする。 

 

１ ２以外の者 ＡＤＬ値が 0 以上 25 以下 １ 

ＡＤＬ値が 30 以上 50 以下 １ 

ＡＤＬ値が 55 以上 75 以下 ２ 

ＡＤＬ値が 80 以上 100 以下 ３ 

２  評 価 対 象 利 用 開 始 月 に お                                                                    

いて，初回の要介護認定があっ

た月から起算して 12 月以内で

ある者 

ＡＤＬ値が 0 以上 25 以下 ０ 

ＡＤＬ値が 30 以上 50 以下 ０ 

ＡＤＬ値が 55 以上 75 以下 １ 

ＡＤＬ値が 80 以上 100 以下 ２ 
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エ  ウにおいてＡＤＬ利得の平均を計算するに当たって対象とする者は，ＡＤＬ利                                                                                                                                                                                                                      

得の多い順に，上位 100 分の 10 に相当する利用者（その数に１未満の端数が

生じたときは，これを切り捨てるものとする。）及び下位 100 分の 10 に相当

する利用者（その数に１未満の端数が生じたときは，これを切り捨てるものとす

る。）を除く利用者（以下「評価対象利用者」という。）とする。 

オ 他の施設や事業所が提供するリハビリテーションを併用している利用者につい                                                                                                                                                                                                                 

ては，リハビリテーションを提供している当該他の施設や事業所と連携してサー

ビスを実施している場合に限り，ＡＤＬ利得の評価対象利用者に含めるものとす

る。 

カ 令和３年度については，評価対象期間において次のａからｃまでの要件を満た                                                                                                                                                                                                                      

している場合に，評価対象期間の満了日の属する月の翌月から 12 月（令和３年

４月１日までに密着算定基準別表３注９の基準に適合しているものとして市に届

出を行う場合にあっては，令和３年度内）に限り， ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ）又は

（Ⅱ）を算定できることとする。 

ａ ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ）①，②及び③並びにＡＤＬ維持等加算（Ⅱ）②の

基 準（ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ）②については，厚生労働省への提出を除く。）

を満たすことを示す書類を保存していること。 

ｂ 厚生労働省への情報の提出については，ＬＩＦＥを用いて行うこととする。

ＬＩＦＥへの提出情報，提出頻度等については，「科学的介護情報システム

（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例

の提示について」（令和３年３月 16 日老老発 0316 第４号厚生労働省老健

局老人保健課長通知）を参照されたい。 

サービスの質の向上を図るため，ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバッ                                                                                                                                                                                                       

ク情報を活用し，利用者の状態に応じた個別機能訓練計画の作成（Plan）， 

当該計画に基づく個別機能訓練の実施（Do)，当該実施内容の評価（Check）， 

その評価結果を踏まえた当該計画の見直し•改善（Action）の一連のサイ

クル（ＰＤＣＡサイクル）により，サービスの質の管理を行うこと。 

ｃ ＡＤＬ維持等加算(Ⅰ)又は(Ⅱ)の算定を開始しようとする月の末日までに， 

ＬＩＦＥを用いてＡＤＬ利得に係る基準を満たすことを確認すること。 

キ 令和３年度の評価対象期間は，加算の算定を開始する月の前年の同月から 12 

  月後までの１年間とする。ただし，令和３年４月１日までに算定基準に適合して                                                                                                                                                                                                                   

いるものとして市に届出を行う場合については，次のいずれかの期間を評価対象

期間とすることができる。 

ａ   令和２年４月から令和３年３月までの期間 

令和２年１月から令和２年 12 月までの期間 
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 全サービス共通〈ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ）・（Ⅱ）について〉 

【Ｑ】 ＬＩＦＥを用いた Barthel Index の提出は、合計値でよいのか。 

【Ａ】 令和３年度にＡＤＬ維持等加算を算定する場合に、ＬＩＦＥを用いて提出する Barthel 

Index は合計値でよいが、令和４年度以降にＡＤＬ維持等加算を算定することを目的と

し て、Barthel Index を提出する場合は、項目ごとの値を提出する必要がある。 

 

  

全サービス共通〈ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ）・（Ⅱ）について〉 

【Ｑ】 事業所又は施設において、評価対象利用期間が６月を超えるとは、どのような意味か。 

【Ａ】 サービスの利用に当たり、６月以上のサービス提供に係る計画を策定し、支援を行ってい

た場合において、計画期間の途中で当該サービスを利用していない月があったとして

も、当該月を除いて６月以上利用していれば評価対象者に含まれる。 

 全サービス共通〈ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ）・（Ⅱ）について〉 

【Ｑ】 これまでＡＤＬ維持等加算を算定していなかった事業所又は施設が、令和３年度又は令和

４年度に新たに算定をしようとする場合の届出は、どのように行うのか。 

【Ａ】令和３年度に加算の算定を開始しようとする場合は、算定を開始しようとする月の前月ま

でに、介護給付費算定に係る体制等状況一覧表の「ＡＤＬ維持等加算［申出］の有無」

について、「２ あり」と届出を行う必要がある。加えて、加算の算定を開始しようとす

る月の末日までに、ＬＩＦＥ上でＡＤＬ利得に係る基準を満たすことを確認し、加算の

請 求届出を行うこと。 

 令和４年度以降に加算の算定を開始しようとする場合は、算定を開始しようとする月の

前年同月に、介護給付費算定に係る体制等状況一覧表の「ＡＤＬ維持等加算［申出］ の

有無」について、「２ あり」と届出を行う必要がある。加えて、加算の算定を開始しよ

うとする月の末日までに、ＬＩＦＥ上でＡＤＬ利得に係る基準を満たすことを確認 し、

加算 の請求届出を行うこと。 

 なお、「ＡＤＬ維持等加算［申出］の有無」について、「２ あり」と届け出たが、Ｌ

Ｉ ＦＥでの確認の結果、ＡＤＬ利得に係る基準を満たさなかった場合に、今後、ＡＤＬ

維持等加算を算定する意思がなければ、「ＡＤＬ維持等加算［申出］の有無」につい

て、届出を「１ なし」に変更すること。 

 

ク 令和４年度以降に加算を算定する場合であって，加算を取得する月の前年の同                                                                                                                                                                                                                 

月に，基準に適合しているものとして市に届け出ている場合には，届出の日から 12 

月後までの期間を評価対象期間とする。 
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 全サービス共通〈ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ）・（Ⅱ）について〉 

【Ｑ】 これまでは、初めてＡＤＬ維持等加算を算定しようとする事業所は、前年度に 

「ＡＤＬ維持等加算［申出］の有無」の届出を指定権者に届け出る必要があったが、こ

れに変更はあるのか。 

【Ａ】 令和３年度については、算定を開始しようとする月の前月までに申出を行うこと。令和４

年度以降に算定を開始しようとする場合は、当該算定を開始しようとする月の前年同月

に届出を行うこと。 

 全サービス共通〈ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ）・（Ⅱ）について〉 

【Ｑ】 これまでＡＤＬ維持等加算の算定事業所は、国保連合会からの審査結果を踏まえて決定さ

れていたが、このフローはどうなるのか。 

【Ａ】 各事業者がＬＩＦＥを用いてＡＤＬ利得が基準を満たすかどうかを確認するため、従来の

ような国保連合会からの審査結果は送付されない。 

 全サービス共通〈ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ）・（Ⅱ）について 

【Ｑ】 これまでは評価対象利用開始月と、当該月から起算して６月目の値で評価していたが、今

回の改正で評価対象利用開始月の翌月から起算して６月目となったのは、後の 月が１月

ずれたということか。 

【Ａ】 貴見のとおり。 

  

 全サービス共通〈ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ）・（Ⅱ）について 

【Ｑ】 同一施設内で予防サービスも行っている。要支援から要介護になった方の評価期間はどう

なるのか。 

【Ａ】 要支援から要介護になった方については、要介護になった初月が評価対象利用開始月とな

る。 

 全サービス共通〈ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ）・（Ⅱ）について 

【Ｑ】 指定権者で「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（居宅サービス・施設                                                                                                                                                       

サービス・居宅介護支援）」をどのように記載すればよいか。 

【Ａ】 ＡＤＬ維持等加算(Ⅰ)又は(Ⅱ)を算定しようとする事業所又は施設は、介護給付費算 定に

係る体制等状況一覧表の「ＡＤＬ維持等加算〔申出〕の有無」を「２ あり」、「ＡＤＬ

維持等加算Ⅲ」を「１ なし」とする。 

 全サービス共通〈ＡＤＬ維持等加算（Ⅲ）について 

【Ｑ】 令和４年度もＡＤＬ維持等加算(Ⅲ)の算定を予定している事業所は、介護給付費算定に係

る体制等状況一覧表の「ＡＤＬ維持等加算〔申出〕の有無」が「２ あり」、「Ａ ＤＬ

維持等加算Ⅲ」が「２ あり」という記載することで良いか。 

【Ａ】 貴見のとおり。 

（令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.3）【最新情報 Vol.941】） 

 全サービス共通〈ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ）・（Ⅱ）について 

【Ｑ】 ＡＤＬの評価は、一定の研修を受けた者により、Barthel Index（以下「ＢＩ」いう。）

を用いて行うとあるが、「一定の研修」とはなにか。 

【Ａ】一定の研修とは、様々な主体によって実施されるＢＩの測定方法に係る研修を受講するこ

とや、厚生労働省において作成予定のＢＩに関するマニュアル（https://www.mhlw. 

go.jp/stf/shingi2/0000198094_00037.html）及びＢＩの測定についての動画等

を用いて、 ＢＩの測定方法を学習することなどが考えられる。 

 また、事業所は、ＢＩによる評価を行う職員を、外部・内部の理学療法士、作業療法

士、言語聴覚士から指導を受ける研修に定期的に参加させ、その参加履歴を管理するこ

となどによりＢＩの測定について、適切な質の管理を図る必要がある。加えて、これま 

    でＢＩによる評価を実施したことがない職員が、はじめて評価を行う場合には、理学療

法士等の同席の下で実施する等の対応を行わねばならない。 

 

（令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.５）【最新情報 Vol.965】） 
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 全サービス共通〈ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ）・（Ⅱ）について 

【Ｑ】 令和３年度介護報酬改定により、ＡＤＬ値の測定時期は「評価対象利用開始月と当該月の

翌月から起算して６月目」となったが、令和３年度にＡＤＬ維持等加算(Ⅰ)又は(Ⅱ)を算定

しようとする場合においても、ＡＤＬ値の測定時期は改定後の基準に従うのか。 

【Ａ】 令和３年度にＡＤＬ維持等加算(Ⅰ)又は(Ⅱ)を算定する場合において、令和３年４月１日

までに体制届出を行っている場合については、評価対象利用開始月の翌月から起算して６

月目の月に測定したＡＤＬ値を、評価対象利用開始月から起算して６月目の月に測定した

ＡＤＬ値を持って代替することとして差し支えない。 

 

（令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.6）【最新情報 Vol.966】） 

 

 
 

(8) 若年性認知症利用者受入加算（宇城市へ届出）（密着算定基準別表３注１０） 

若年性認知症利用者（40 歳以上 65 歳未満）に対して，サービスを行った場合は， 

１日につき 60 単位数を算定する。 

<算定要件> 

受け入れた若年性認知症利用者ごとに個別の担当者を定め，その者を中心に，利用

者の特性やニーズに応じたサービスの提供を行うこと。 

 

 

(9) 栄養アセスメント加算 ５０単位／月（宇城市へ届出）（密着算定基準別表３注１１） 

 

○ 認知症対応型通所介護事業所が，利用者に対して，管理栄養士が介護職員等と共 

同して栄養アセスメント（利用者ごとの低栄養状態のリスク及び解決すべき課題を 

把握することをいう。）を行った場合に加算する。 

ただし，当該利用者が栄養改善加算の算定に係る当該利用者の低栄養状態の改善

等を目的として，個別的に実施される栄養食事相談等の栄養管理であって，利用者

の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの（以下「栄養改善サービス」

という。）を受けている間及び当該栄養改善サービスが終了した日の属する月は、算

定しない。                                                                                                                                                                                                                        

 
 

○ 次に掲げるいずれの基準にも適合していること。 

① 当該事業者の従業者として又は外部との連携により管理栄養士を１名以上配置し                                                                                                                                                                                                                    

ていること。 

② 利用者ごとに，管理栄養士，看護職員，介護職員，生活相談員その他の職種の者が                                                                                                                                                                                                                        

共同して栄養アセスメントを実施し，当該利用者又はその家族に対してその結果を

説明し，相談等に必要に応じ対応すること。 

③ 利用者ごとの栄養状態等の情報を厚生労働省に提出し，栄養管理の実施に当たって，                                                                                                                                                                                                                               

当該情報その他栄養管理の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用しているこ

と。 

④ 定員超過利用，人員基準欠如に該当していないこと。 

 

※実施上の留意点について（密着算定基準留意事項第２の４（１１）で準用する第３の２（１５）） 

  ア   栄養アセスメントの加算に係る栄養アセスメントは、利用者ごとに行われるケ

アマネジメントの一環として行われていることに留意すること。 

イ   当該事業所の職員として，又は外部（他の介護事業所（栄養アセスメント加算

の対象事業所に限る。），医療機関，介護保険施設（栄養マネジメント強化加算の
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 全サービス共通〈栄養アセスメント加算について〉 

【Ｑ】 利用者が、複数の通所事業所等を利用している場合、栄養アセスメント加算の算定事業者

はどのように判断するのか。 

【Ａ】 利用者が、複数の通所事業所等を利用している場合は、栄養アセスメントを行う事業所に

ついて、サービス担当者会議等で、利用者が利用している各種サービスと栄養状態との関

連性や実施時間の実績、利用者又は家族の希望等も踏まえて検討した上で、 

 介護支援専門員が事業所間の調整を行い、決定することとし、原則として、当該事業所が

継続的に栄養アセスメントを実施すること。 

（令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.10）【最新情報 Vol.991】） 

算定要件として規定する員数を超えて管理栄養士を置いているもの又は常勤の管

理栄養士を１名以上配置しているものに限る。）又は公益社団法人日本栄養士会若

しくは都道府県栄養士会が設置し，運営する「栄養ケア•ステーション」）との連

携により，管理栄養士を１名以上配置して行うものであること。 

ウ 栄養アセスメントについては，３月に１回以上，ⅰからⅳまでに掲げる手順に                                                                                                                                                                                                                 

より行うこと。あわせて，利用者の体重については，１月毎に測定すること。 

ⅰ  利用者ごとの低栄養状態のリスクを，利用開始時に把握すること。 

ⅱ 管理栄養士，看護職員，介護職員，生活相談員その他の職種の者が共同して，                                                                                                                                                                                                                 

利用者ごとの摂食•嚥下機能及び食形態にも配慮しつつ，解決すべき栄養管理

上の課題の把握を行うこと。 

ⅲ ⅰ及びⅱの結果を当該利用者又はその家族に対して説明し，必要に応じ解決                                                                                                                                                                                                           

すべき栄養管理上の課題に応じた栄養食事相談，情報提供等を行うこと。 

ⅳ   低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある利用者については，介護支援                                                                                                                                                                                                           

専門員と情報共有を行い，栄養改善加算に係る栄養改善サービスの提供を検討

するように依頼すること。 

エ 原則として，当該利用者が栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービスを受け                                                                                                                                                                                                                    

ている間及び当該栄養改善サービスが終了した日の属する月は，栄養アセスメン

ト加算は算定しないが，栄養アセスメント加算に基づく栄養アセスメントの結果， 

栄養改善加算に係る栄養改善サービスの提供が必要と判断された場合は，栄養ア

セスメント加算の算定月でも栄養改善加算を算定できること。 

オ   厚生労働省への情報の提出については，ＬＩＦＥを用いて行うこととする。Ｌ 

ＩＦＥへの提出情報，提出頻度等については，「科学的介護情報システム（ＬＩＦ 

Ｅ）関連加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示につい                                                                                                                                                                                                                 

て」（令和３年３月 16 日老老発 0316 第４号厚生労働省老健局老人保健課長通

知）を参照されたい。 

サービスの質の向上を図るため，ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情                                                                                                                                                                                                                 

報を活用し，利用者の状態に応じた栄養管理の内容の決定（Plan），当該決定に

基づく支援の提供（Do)，当該支援内容の評価（Check），その評価結果を踏まえ

た栄養管理の内容の見直し•改善（Action）の一連のサイクル（ＰＤＣＡサイク

ル）により，サービスの質の管理を行うこと。 

 
 

(10) 栄養改善加算 ２００単位／回 （宇城市へ届出）（密着算定基準別表３注１２） 

○認知症対応型通所介護事業所が，低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある利

用者（次ページ枠内＜栄養改善加算を算定できる利用者＞参照）に対して，栄養改

善サービスを行った場合は，３月以内の期間に限り１月に２回を限度として加算する。 

○栄養改善サービスの開始から３月ごとの利用者の栄養状態の評価の結果，低栄養状 

態が改善せず，栄養改善サービスを引き続き行うことが必要と認められるものに 

ついては，引き続き算定することができる。 
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○ 次に掲げるいずれの基準にも適合していること 

① 当該事業所の従業者として又は外部（他の介護事業所（栄養改善加算の対象事業                                                                                                                                                                                                                       

所に限る。），医療機関，介護保険施設（栄養マネジメント強化加算の算定要件とし

て規定する員数を超えて管理栄養士を置いているもの又は常勤の管理栄養士を１名                                                                                                                                                                                                                       

以上配置しているものに限る。）又は公益社団法人日本栄養士会若しくは都道府県

栄養士会が設置し，運営する「栄養ケア•ステーション」）との連携により，管理栄

養士を１名以上配置していること。 

② 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し，管理栄養士，看護職員，介護職員，生

活相談員その他の職種の者（以下「管理栄養士等」という。）が共同して，利用者

ごとの摂食•嚥下機能及び食形態にも配慮した栄養ケア計画を作成していること。 

③ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い，必要に応じて当該利用者の居宅を訪問し，管

理栄養士等が栄養改善サービスを行っているとともに，利用者の栄養状態を定期的

に記録していること。 

④利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価していること。 

⑤定員超過利用，人員基準欠如に該当していないこと。 

※ 「居宅サービスにおける栄養ケア・マネジメント等に関する事務処理手順例及び 

様式例の掲示について」（平 18.3.31 老老発第 0331009 号）を参照。 

 

 

※実施上の留意点について（密着算定基準留意事項第２の４（１２）で準用する第３の２（１６）） 

 
 

 

① 栄養改善サービスの提供は，以下のⅰからⅵまでに掲げる手順を経てなさ                                                                                                                                                                                                     

れる。 

ⅰ 利用者ごとの低栄養状態のリスクを，利用開始時に把握すること。 

ⅱ 利用開始時に，管理栄養士が中心となって，利用者ごとの摂食•嚥下機能及                                                                                                                                                                                                           

び食形態にも配慮しつつ，栄養状態に関する解決すべき課題の把握（以下「栄

＜栄養改善加算を算定できる利用者＞ 
栄養改善加算を算定できる利用者は以下のイからホのいずれかに該当する者で

あって，栄養改善サービスの提供が必要と認められる者とすること。 

イ ＢＭＩ値が 18.5 未満である者 

ロ １～６月間で３％以上の体重の減少が認められる者又は「地域支援事業の実施

について」に規定する基本チェックリスト(11)の項目が「１」に該当する者 

ハ  血清アルブミン値が 3.5ｇ／㎗以下である者 

ニ  食事摂取量が不良（75％以下）である者 

ホ その他低栄養状態にある又はそのおそれがあると認められる者 

なお，次のような問題を有する者については，上記イからホのいずれかの項目に

該当するかどうか，適宜確認されたい。 

• 口腔及び摂食•嚥下機能の問題（基本チェックリストの口腔機能に関連する 

(１3)(14)(15)のいずれかの項目において「１」に該当する者などを含む） 

•生活機能の低下の問題 

•褥瘡に関する問題 

•食欲の低下の問題 

•閉じこもりの問題（基本チェックリストの閉じこもりに関連する(16)(17)のいず

れかの項目において「１」に該当する者などを含む） 

•認知症の問題（基本チェックリストの認知症に関連する(18)(19)(20)のいずれか

の項目において「１」に該当する者などを含む） 

•うつの問題（基本チェックリストのうつに関連する(21)～(25)のいずれかの項

目において 2 項目以上「１」に該当する者などを含む） 
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養アセスメント」という。）を行い，管理栄養士，看護職員，介護職員，生活相談

員その他の職種の者が共同して，栄養食事相談に関する事項（食事に関する内

容の説明等），解決すべき栄養管理上の課題等に対し取り組むべき事項等を記

載した栄養ケア計画を作成すること。作成した栄養ケア計画については，栄養

改善サービスの対象となる利用者又はその家族に説明し，その同意を得ること。

なお，地域密着型通所介護においては，栄養ケア計画に相当する内容を地域密

着型通所介護計画の中に記載する場合は，その記載をもって栄養ケア計画の作

成に代えることができるものとすること。 

ⅲ 栄養ケア計画に基づき，管理栄養士等が利用者ごとに栄養改善サービスを提                                                                                                                                                                                                            

供すること。その際，栄養ケア計画に実施上の問題点があれば直ちに当該計画

を修正すること。 

ⅳ 栄養改善サービスの提供に当たり，居宅における食事の状況を聞き取った結                                                                                                                                                                                                           

果，課題がある場合は，当該課題を解決するため，利用者又はその家族の同意

を得て，当該利用者の居宅を訪問し，居宅での食事環境等の具体的な課題の把

握や，主として食事の準備をする者に対する栄養食事相談等の栄養改善サービ

スを提供すること。 

ⅴ  利用者の栄養状態に応じ定期的に，利用者の生活機能の状況を検討し，おお                                                                                                                                                                                                                  

むね３月ごとに体重を測定する等により栄養状態の評価を行い，その結果を当該 

利用者を担当する介護支援専門員や主治の医師に対して情報提供すること。 

ⅵ  指定地域密着型サービス基準第 37 条において準用する第３条の 18 に規  

定するサービスの提供の記録において利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理

栄養士が利用者の栄養状態を定期的に記録する場合は，当該記録とは別に栄

養改善加算の算定のために利用者の栄養状態を定期的に記録する必要はない

ものとすること。 

② おおむね３月ごとの評価の結果，前ページの栄養改善加算を算定できる利用者

のイ～ホのいずれかに該当する者であって，継続的に管理栄養士等がサービス提

供を行うことにより，栄養改善の効果が期待できると認められるものについては，

継続的に栄養改善サービスを提供する。                                                                                                                                                                                                                 

 
 

 

 

 

口腔•栄養スクリーニング加算（密着算定基準別表３注１３） 

＜共通事項＞ 

○認知症通所介護事業所の従業者が，利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の口腔

の健康状態のスクリーニング又は栄養状態のスクリーニングを行った場合に，１回

につき算定する。ただし，次に掲げるいずれかの加算を算定している場合において

は，次に掲げるその他の加算は算定しない。                                                                                                                                                                                                                        

○当該利用者が，当該事業所以外で既に口腔•栄養スクリーニング加算を算定してい

る場合は算定しない。 

 

◎   口腔•栄養スクリーニング加算（Ⅰ）      ２０単位／回（６月ごとに１回算定） 

○ 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

① 利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の口腔の健康状態について確認を行い，                                                                                                                                                                                                                        

当該利用者の口腔の状態に関する情報（当該利用者が口腔の健康状態の低下してい

るおそれのある場合にあっては，その改善に必要な情報を含む。）を当該利用者を

担当する介護支援専門員に提供していること。 

② 利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の栄養状態について確認を行い，当該利                                                                                                                                                                                                                       

用者の栄養状態に関する情報（当該利用者が低栄養状態の場合にあっては，低栄養
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状態の改善に必要な情報を含む。）を当該利用者を担当する介護支援専門員に提供

していること。 

③ 定員超過利用•人員基準欠如に該当していないこと。 

④ 算定日が属する月が，次に掲げる基準のいずれにも該当しないこと。 

ア 栄養アセスメント加算を算定している又は当該利用者が栄養改善加算の算                                                                                                                                                                                                                 

定に係る栄養改善サービスを受けている間である若しくは当該栄養改善サービス

が終了した日の属する月であること。 

イ 当該利用者が口腔機能向上加算の算定に係る口腔機能向上サービスを受けてい                                                                                                                                                                                                                 

る間である又は当該口腔機能向上サービスが終了した日の属する月であること。 

 
 

◎ 口腔•栄養スクリーニング加算（Ⅱ）５単位／回（６月ごとに１回算定） 

○ 次に掲げる①または②のいずれかに適合するもの。 

① 以下のいずれにも該当すること。 

ア （Ⅰ）①及び③の基準に該当すること。 

イ 算定日が属する月が，栄養アセスメント加算を算定している又は当該利用者が

栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービスを受けている間である若しくは当該                                                                                                                                                                                                                 

栄養改善サービスが終了した日の属する月であること。 

ウ 算定日が属する月が，当該利用者が口腔機能向上加算の算定に係る口腔機能向                                                                                                                                                                                                                 

上サービスを受けている及び当該口腔機能向上サービスが終了した日の属する月

ではないこと。 

② 以下のいずれにも該当すること。 

ア （Ⅰ）②及び③の基準に該当すること。 

イ 算定日が属する月が，栄養アセスメント加算を算定していない，かつ，当該利                                                                                                                                                                                                                 

用者が栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービスを受けている間又は当該栄養

改善サービスが終了した日の属する月ではないこと。 

ウ 算定日が属する月が，当該利用者が口腔機能向上加算の算定に係る口腔機能向                                                                                                                                                                                                                 

上サービスを受けている間及び当該口腔機能向上サービスが終了した日の属する

月であること。 

 

※実施上の留意点について（密着算定基準留意事項第２の４（１３）で準用する第３の２（１７）） 

①  口腔•栄養スクリーニング加算の算定に係る口腔の健康状態のスクリーニング

（以下「口腔スクリーニング」という。）及び栄養状態のスクリーニング（以下「栄

養スクリーニング」という。）は，利用者ごとに行われるケアマネジメントの一環と

して行われることに留意すること。 

 ②  口腔スクリーニング及び栄養スクリーニングは，利用者に対して，原則として

一体的に実施すべきものであること。ただし，厚生労働大臣が定める基準の口腔・

栄養スクリーニング加算（Ⅱ）に規定する場合にあっては，口腔スクリーニング又

は栄養スクリーニング の一方のみを行い，口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅱ）を算定す

ることができる。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                  

③  口腔•栄養スクリーニング加算の算定に当たっては，利用者について，それぞ

れ次に掲げる確認を行い，確認した情報を介護支援専門員に対し，提供すること。  

ア 口腔スクリーニング 

ⅰ 硬いものを避け，柔らかいものばかりを中心に食べる者 

ⅱ 入れ歯を使っている者 

ⅲ むせやすい者 

イ 栄養スクリーニング 

ⅰ ＢＭＩが 18.5 未満である者 

ⅱ １～６月間で３％以上の体重の減少が認められる者又は「地域支援事業の 

実 施について」（平成 18 年６月９日老発第 0609001 号厚生労働省老
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健局長通知）に規定する基本チェックリストの№11 の項目が「１」に該当

する者 

ⅲ 血清アルブミン値が３．５ｇ／dl 以下である者 

ⅳ 食事摂取量が不良（75％以下）である者 

③ 口腔•栄養スクリーニング加算の算定を行う事業所については，サービス担当

者会議で決定することとし，原則として，当該事業所が当該加算に基づく口腔

スクリーニング又は栄養スクリーニングを継続的に実施すること。 

④ 口腔•栄養スクリーニング加算に基づく口腔スクリーニング又は栄養スクリー

ニングの結果，栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービス又は口腔機能向上

加算の算定に係る口腔機能向上サービスの提供が必要だと判断された場合は，

口腔•栄養スクリーニング加算の算定月でも栄養改善加算又は口腔機能向上加

算を算定できること。 

 
 

 

 

 

(11) 口腔機能向上加算（宇城市へ届出）（密着算定基準別表３注１４） 

＜共通事項＞ 

○口腔機能が低下している利用者又はそのおそれのある利用者に対して，当該利用者

の口腔機能の向上を目的として，個別的に実施される口腔清掃の指導若しくは実施

又は摂食•嚥下機能に関する訓練の指導若しくは実施又は摂食・嚥下機能に関する

訓練の指導若しくは実施であって，利用者の心身の状態の維持又は向上に資すると

認められるもの（以下「口腔機能向上サービス」という。）を行った場合は，３月

以内の期間に限り１月に２回を限度として加算する。ただし，次に掲げるいずれか

の加算を算定している場合においては，次に掲げるその他の加算は算定しない。  

○口腔機能向上サービスの開始から３月ごとの利用者の口腔機能の評価の結果，口腔

機能が向上せず，口腔機能向上サービスを引き続き行うことが必要と認められる利

用者については，引き続き算定することができる。 

※ 口腔機能向上サービスの提供にかかる手順等については，実施上の留意事項の通知

（平 12.3.1 老企第 36 号，平 18.3.31 老計発第 0331005 号）を参照。 

※ 加算の目的•趣旨に沿った計画書の作成や実施内容及び様式例については，厚生労働

省の通知を参照。（「口腔機能向上加算等に関する事務処理手順例及び様式例の提示に

ついて」〔平 18.3.31 老老発第 0331008 号〕） 

 

◎ 口腔機能向上加算（Ⅰ） １５０単位／回（１月に２回を限度） 

○ 次に掲げるいずれの基準にも適合していること 

①  言語聴覚士，歯科衛生士又は看護職員を１名以上配置していること。 

②  利用者の口腔機能を利用開始時に把握し，言語聴覚士，歯科衛生士，看護職員，

介護職員，生活相談員その他の職種の者が共同して，利用者ごとの口腔機能改善管

理指導計画を作成していること。 

③  利用者ごとの計画に従い言語聴覚士，歯科衛生士又は看護職員が口腔機能向上サ

ービスを行っているとともに，利用者の口腔機能を定期的に記録していること。 

④ 利用者ごとの計画の進捗状況を定期的に評価すること。 

⑤ 定員超過利用，人員基準欠如に該当していないこと。 
 

◎ 口腔機能向上加算（Ⅱ） １６０単位／回（１月に２回を限度） 

○ 次に掲げるいずれの基準にも適合していること 

① 口腔機能向上加算（Ⅰ）①から⑤のいずれにも適合すること。 
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② 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画等の内容等情報を厚生労働省に提出し，口

腔機能向上サービスの実施に当たって，当該情報その他口腔衛生の管理の適切かつ

有効な実施のために必要な情報を活用していること。 

 

※実施上の留意点について（密着算定基準留意事項第２の４（１４）で準用する第３の２（１８）） 

○口腔機能向上加算の算定に係る口腔機能向上サービスの提供には、利用者ごとに行

われるケアマネジメントの一環として行われること。 

○言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を 1 名以上配置して行うものであること。 

○口腔機能向上加算を算定できる利用者は，次のイからハのいずれかに該当する者で

あって，口腔機能向上サービスの提供が必要と認められる者とする。 

イ 認定調査票における嚥下，食事摂取，口腔清潔の３項目のいずれかの項目にお

いて「１」以外に該当する者 

ロ 基本チェックリストの口腔機能に関連する(13)，(14)，(15)の３項目のうち， 

２項目以上が「１」に該当する者 

ハ その他口腔機能の低下している者又はそのおそれのある者 

○利用者の口腔の状態によっては，医療における対応を要する場合も想定されること

から，必要に応じて，介護支援専門員を通して主治医又は主治の歯科医師への情報

提供，受診勧奨などの適切な措置を講じること。歯科医療を受診している場合であ

って，次のイ又はロのいずれかに該当する場合にあっては，加算は算定できない。 

イ 医療保険（歯科診療報酬点数表）の「摂食機能療法」を算定している場合 

ロ 介護保険の口腔機能向上サービスとして「摂食•嚥下機能に関する訓練の指導

若しくは実施」を行っていない場合 

 

   ○口腔機能向上サービスの提供は，以下のイ～ホに掲げる手順を経る。 

イ 利用者ごとの口腔機能を、利用開始時に把握すること。 

ロ   利用開始時に、言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員が中心となって、利用 

者ごとの口腔衛生、摂食・嚥下機能に関する解決すべき課題の把握を行い、言 

語聴覚士、歯科衛生士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が 

共同して取り組むべき事項等を記載した口腔機能改善管理指導計画を作成する 

こと。作成した口腔機能改善管理指導計画については、口腔機能向上サービス 

の対象となる利用者又はその家族に説明し、その同意を得ること。なお、地域 

密着型通所介護においては、口腔機能改善管理指導計画に相当する内容を地域 

密着型通所介護計画の中に記載する場合は、その記載をもって口腔機能改善管 

理指導計画の作成に代えることができるものとすること。 

ハ 口腔機能改善管理指導計画に基づき、言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員  

等が利用者ごとに口腔機能向上サービスを提供すること。その際、口腔機能改

善管理指導計画に実施上の問題点があれば直ちに当該計画を修正すること。 

ニ 利用者の口腔機能の状態に応じて、定期的に、利用者の生活機能の状況を検

討し、おおむね３月ごとに口腔機能の状態の評価を行い、その結果について、

当該利用者を担当する介護支援専門員や主治の医師、主治の歯科医師に対して

情報提供すること。 

ホ サービスの提供の記録において利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従

い言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員が利用者の口腔機能を定期的に記録す

る場合は、当該記録とは別に口腔機能向上加算の算定のために利用者の口腔機

能を定期的に記録する必要はないものとすること。 

○おおむね３月ごとの評価の結果、次のイ又はロのいずれかに該当する者であって、

継続的に言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員等がサービス提供を行うことによ

り、口腔機能の向上又は維持の効果が期待できると認められるものについては、

継続的に口腔機能向上サービスを提供する。 

イ 口腔清潔・唾液分泌・咀嚼・嚥下・食事摂取等の口腔機能の低下が認められ 

る状態の者 
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 通所介護事業〈口腔機能向上加算（通所サービス）〉 

【Ｑ】口腔機能向上サービスの開始又は継続にあたって必要な同意には、利用者又はその家族の

自署又は押印は必ずしも必要ではないと考えるが如何。 

【Ａ】口腔機能向上サービスの開始又は継続の際に利用者又はその家族の同意を口頭で確認し、

口腔機能改善管理指導計画又は再把握に係る記録等に利用者又はその家族が同意した旨を

記載すればよく、利用者又はその家族の自署又は押印は必須ではない。 

 通所介護事業〈口腔機能向上加算（通所サービス）〉 

【Ｑ】口腔機能向上加算を算定できる利用者として、「ハ その他口腔機能の低下している者又は

そのおそれのある者」が挙げられているが、具体例としてはどのような者が対象となる

か。 

【Ａ】 例えば、認定調査票のいずれの口腔関連項目も「１」に該当する者、基本チェックリスト

の口腔関連項目の１項目のみが「１」に該当する又はいずれの口腔関連項目も「０」に該

当する者であっても、介護予防ケアマネジメント又はケアマネジメントにおける課題分析

に当たって、認定調査票の特記事項における記載内容（不足の判断根拠、介助方法の選択

理由等）から、口腔機能の低下している又はそのおそれがあると判断される者については

算定できる利用者として差し支えない。 

同様に、主治医意見書の摂食・嚥下機能に関する記載内容や特記すべき事項における記載

内容（不足の判断根拠、介助方法の選択理由等）から、口腔機能の低下している又はその

おそれがあると判断される者については算定できる利用者として差し支えない。 

同様に、主治医意見書の摂食・嚥下機能に関する記載内容や特記すべき事項の記載内容等

から口腔機能の低下している又はそのおそれがあると判断される者、視認により口腔内の

衛生状態に問題があると判断される者、医師、歯科医師、介護支援専門員、サービス提供

事業所等からの情報提供により口腔機能の低下している又はそのおそれがあると判断され

る者等についても算定して差し支えない。 

なお、口腔機能の課題分析に有用な参考資料（口腔機能チェックシート等）は、「口腔機

能向上マニュアル」確定版（平成２１年３月）に収載されているので対象者を把握する際

の判断の参考にされたい。 

（平成 21 年 4 月改定関係Ｑ＆Ａ（Vol.1）【最新情報 Vol.69】） 

 通所介護事業〈口腔機能向上加算（看護師の兼務）〉 

【Ｑ】本来業務を行う看護師は、機能訓練指導員を兼務できることとなっているが、口腔機能向

上加算の算定要件としての看護師も兼務することは可能か。 

【Ａ】それぞれ計画上に位置付けられているサービスが、適切に行われるために必要な業務量が

確保できているのであれば、兼務は可能であり、口腔機能向上加算を算定することは可能

である。 

（全国介護保険担当課長ブロック会議資料Ｑ＆Ａ【会議資料】） 

（次ページへ続く） 

ロ 当該サービスを継続しないことにより、口腔機能が低下するおそれのある者 

○厚生労働省への情報の提出については，ＬＩＦＥを用いて行うこととする。ＬＩ Ｆ

Ｅへの提出情報，提出頻度等については，「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）                                                                                                                                                                                                                         

関連加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」（令

和３年３月 16 日老老発 0316 第４号厚生労働省老健局老人保健課長通知）を参照

されたい。 

サービスの質の向上を図るため，ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報                                                                                                                                                                                                                       

を活用し，利用者の状態に応じた栄養管理の内容の決定（Plan），当該決定に基づ

く支援の提供（Do)，当該支援内容の評価（Check），その評価結果を踏まえた栄養

管理の内容の見直し•改善（Action）の一連のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）によ

り，サービスの質の管理を行うこと。 
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《他市町村における不適正事例》 

•算定開始前に利用者の状態を適切に把握しておらず，対象外の利用者にも算定している。 

•多職種の者が共同して計画を作成していない。 

•利用者の３月ごとの口腔機能の状態の評価が行われていない。 

•言語聴覚士，歯科衛生士又は看護職員が口腔機能向上サービスを行っていない。 

 通所介護事業〈口腔機能向上加算〉 

【Ｑ】口腔機能向上加算について、歯科医療との重複の有無については、歯科医療機関又は事業

所のいずれにおいて判断するのか。 

【Ａ】歯科医療を受診している場合の口腔機能向上加算の取扱いについて、患者又はその家族に

説明した上、歯科医療機関が患者又は家族等に提供する管理計画書（歯科疾患管理料を算

定した場合）等に基づき、歯科医療を受診した月に係る介護報酬の請求時に、事業所にお

いて判断する。 

（平成 21 年 4 月改定関係Ｑ＆Ａ（Vol.2）【最新情報 Vol.79】） 

 

 

(12) 科学的介護推進体制加算 ４０単位／月（宇城市へ届出） 

（密着算定基準別表３注１５） 

○ 次に掲げるいずれの基準にも適合していること。 

Ⅰ 利用者ごとのＡＤＬ値，栄養状態，口腔機能，認知症の状況その他の利用者の心                                                                                                                                                                                                                       

身の状況等に係る基本的な情報を，厚生労働省に提出していること。 

Ⅱ 必要に応じて認知症対応型通所介護計画を見直すなど，サービスの提供に当たっ

て，Ⅰに規定する情報その他サービスを適切かつ有効に提供するために必要な情報

を活用していること。 

 

※実施上の留意点について（密着算定基準留意事項第２の４（１５）で準用する第３の２（１９）） 

① 科学的介護推進体制加算は，原則として利用者全員を対象として，利用者ごと                                                                                                                                                                                                                 

にⅠ及びⅡに掲げる要件を満たした場合に，当該事業所の利用者全員に対して算

定できるものであること。 

② 厚生労働省への情報の提出については，ＬＩＦＥを用いて行うこととする。Ｌ 

ＩＦＥへの提出情報，提出頻度等については，「科学的介護情報システム（ＬＩＦ 

Ｅ）関連加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示につい                                                                                                                                                                                                                 

て」（令和３年３月 16 日老老発 0316 第４号厚生労働省老健局老人保健課長通

知）を参照されたい。 

③ 事業所は、利用者に提供するサービスの質を常に向上させていくため、計画

（Ｐｌａｎ）、実行（Ｄｏ）、評価（Ｃｈｅｃｋ）、改善（Ａｃｔｉｏｎ）のサ

イクル（ＰＤＣＡサイクル）により、質の高いサービスを実施する体制を構築す

るとともに、その更なる向上に努めることが重要であり、具体的には、次のよう

な一連の取組が求められる。したがって、情報を厚生労働省に提出するだけでは、

本加算の算定対象とはならない。 

イ 利用者の心身の状況等に係る基本的な情報に基づき、適切なサービスを提供 

するためのサービス計画を作成する（Ｐｌａｎ）。 

ロ サービスの提供に当たっては、サービス計画に基づいて、利用者の自立支 

援や重度化防止に資する介護を実施する（Ｄｏ）。 

ハ ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報等も活用し、多職種が共同 

して、事業所の特性やサービス提供の在り方について検証を行う（Ｃｈｅｃ 

ｋ）。 

ニ 検証結果に基づき、利用者のサービス計画を適切に見直し、事業所全体と 

して、サービスの質の更なる向上に努める（Ａｃｔｉｏｎ）。 
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 全サービス共通〈科学的介護推進体制加算、自立支援促進加算、褥瘡マネジメント加算、排せ

つ支援加算、栄養マネジメント強化加算について〉 

【Ｑ】 要件として定められた情報を「やむを得ない場合を除き、すべて提出すること」とされて

いれるが、「やむを得ない場合」とはどのような場合か。 

【Ａ】やむを得ない場合とは、例えば、通所サービスの利用者について、情報を提出すべき月に

おいて、当該月の中旬に評価を行う予定であったが、緊急で月初に入院することとなり、

当該利用者について情報の提出ができなかった場合や、データを入力したにも関わらず、

システムトラブル等により提出ができなかった場合等、利用者単位で情報の提出ができな

かった場合がある。 

 また、提出する情報についても、例えば、全身状態が急速に悪化した入所者について、必

須項目である体重等が測定できず、一部の情報しか提出できなかった場合等であっても、

事業所・施設の利用者又は入所者全員に当該加算を算定することは可能である。 

 ただし、情報の提出が困難であった理由について、介護記録等に明記しておく必要があ

る。 

 全サービス共通〈科学的介護推進体制加算、自立支援促進加算、褥瘡マネジメント加算、排せ

つ支援加算、栄養マネジメント強化加算について〉 

【Ｑ】 ＬＩＦＥに提出する情報に、利用者の氏名や介護保険被保険者番号等の個人情報が含まれ

るが、情報の提出に当たって、利用者の同意は必要か。 

【Ａ】 ＬＩＦＥの利用者登録の際に、氏名や介護保険被保険者番号等の個人情報を入力いただく

が、ＬＩＦＥのシステムにはその一部を匿名化した情報が送られるため、個人情報を収集

するものではない。そのため、加算の算定に係る同意は必要ではあるものの、情報の提出

自体については、利用者の同意は必要ない。 

 全サービス共通〈科学的介護推進体制加算、自立支援促進加算、褥瘡マネジメント加算、排せ

つ支援加算、栄養マネジメント強化加算について〉 

【Ｑ】 加算を算定しようと考えているが、例えば入所者のうち１人だけでも加算の算定に係る同

意が取れない場合には算定できないのか。 

【Ａ】 加算の算定に係る同意が得られない利用者又は入所者がいる場合であっても、当該者を含

む原則全ての利用者又は入所者に係る情報を提出すれば、加算の算定に係る同意が得られ

た利用者又は入所者について算定が可能である。 

 全サービス共通＜Barthel Index の読み替えについて＞ 

【Ｑ】 科学的介護推進体制加算、ＡＤＬ維持等加算(Ⅰ)若しくは(Ⅱ)、自立支援促進加算、個別

機能訓練加算(Ⅱ)、リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)ロ若しくは(Ｂ) ロ、リハビリ

テーションマネジメント計画書情報加算又は理学療法若しくは作業療法及び言語聴覚療法

に係る加算において、Barthel Index（ＢＩ）のデータ提出に際して、老人保健健康増進

等事業において一定の読み替え精度について検証されているＩＣＦステージングから読み

替えたものを提出してもよいか。 

【Ａ】 ＢＩの提出については、通常、ＢＩを評価する場合に相当する読み替え精度が内容の妥当

性を含め客観的に検証された指標について、測定者が、 

－ＢＩに係る研修を受け、 

－ＢＩへの読み替え規則を理解し、 

－読み替え精度等を踏まえ、必要に応じて、読み替えの際に、正確な BI を別途評価する 

等の対応を行い、提出することが必要である 

 

（令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.3）【最新情報 Vol.952】） 

（次ページへ続く） 
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全サービス共通 

【問４】 ＬＩＦＥに提出すべき情報は「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関す

る基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」（令和３年３月 16 日老

老発 0316 第４号）の各加算の様式例において示されているが、利用者又は入所者の評

価等に当たっては、当該様式例を必ず用いる必要があるのか。 

【答４】「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並びに事務処理

手順及び様式例の提示について」（令和３年３月 16 日老老発 0316 第４号）におい

てお示しをしているとおり、評価等が算定要件において求められるものについては、そ

れぞれの加算で求められる項目（様式で定められた項目）についての評価等が必要であ

る。 

ただし、同通知はあくまでもＬＩＦＥへの提出項目をお示ししたものであり、利用者又

は入所者の評価等において各加算における様式と同一のものを用いることを求め

るもの ではない。 

（令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.5）【最新情報 Vol.965】） 

 全サービス共通〈科学的介護推進体制加算について〉 

【問３】 サービス利用中に利用者の死亡により、当該サービスの利用が終了した場合について、

加算の要件である情報提出の取扱い如何。 

【答３】 当該利用者の死亡した月における情報を、サービス利用終了時の情報として提出する必

要はあるが、死亡により、把握できない項目があった場合は、把握できた項目のみの提出

でも差し支えない。 

（令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.10）【最新情報 Vol.991】） 

 

 

（14)併算定できないサービス（密着算定基準別表３注１６） 

  利用者が，短期入所生活介護，短期入所療養介護，特定施設入所者生活介護又は

小規模多機能型居宅介護，認知症対応型共同生活介護，地域密着型特定施設入所者

生活介護，地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護若しくは複合型サービスを

受けている間は，認知症対応型通所介護費は，算定しない。 

 

(15) 同一建物に対する減算（密着算定基準別表３注１７） 

※区分支給限度基準額の算定の際は当該減算前の所定谷数を算入する。 

事業所と同一建物に居住する者又は同一建物から通う者に認知症対応型通所介護を行う

場合は，94 単位/日を所定単位数から減算する。 

① 「同一建物」とは，当該事業所と構造上又は外形上，一体的な建築物を指すもので

あり，具体的には，当該建物の１階部分に事業所がある場合や，当該建物と渡り廊

下等で繋がっている場合が該当し，同一敷地内にある別棟の建築物や道路を挟んで

隣接する場合は該当しない。 

また，ここでいう同一の建物については，当該建築物の管理，運営法人が当該 

事業所の事業者と異なる場合であっても該当するものである。 

② 傷病等により一時的に送迎が必要と認められる利用者その他やむを得ない事情に

より送迎が必要であると認められる利用者に対して送迎を行った場合は，例外的に

減算対象とならない。 

具体的には，傷病により一時的に歩行困難となった者又は歩行困難な要介護者で

あって，かつ建物の構造上自力での通所が困難である者に対し，２人以上の従業者

が，当該利用者の居住する場所と当該事業所の間の往復の移動を介助した場合に限

られること。この場合，２人以上の従業者による移動介助を必要とする理由や移動

介助の方法及び期間について，介護支援専門員とサービス担当者会議等で慎重に検
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通所介護事業〈送迎が実施されない場合の評価の見直し〉 

【Ｑ】指定通所介護事業所等の設備を利用した宿泊サービスを利用する場合の送迎減算の考え方

如何。 

【Ａ】宿泊サービスの利用の有無にかかわらず、送迎をしていなければ減算となる。 

通所介護事業〈送迎が実施されない場合の評価の見直し〉 

【Ｑ】送迎減算は、個別サービス計画上、送迎が往復か片道かを位置付けさせた上で行うことに

なるため、利用者宅に迎えに行ったが、利用者や家族等の都合で結果的に利用者の家族等

が、事業所まで利用者を送った場合には、減算の対象とならないのか。 

【Ａ】送迎減算の有無に関しては、個別サービス計画上、送迎が往復か片道かを位置付けさせた

上で、実際の送迎の有無を確認の上、送迎を行っていなければ減算となる。 

通所介護事業〈送迎が実施されない場合の評価の見直し〉 

【Ｑ】通所介護等について、事業所の職員が徒歩で利用者の送迎を実施した場合には、車両によ

る送迎ではないが、送迎を行わない場合の減算対象にはならないと考えてよいか。 

【Ａ】徒歩での送迎は、減算の対象にはならない。 

 

（平成 27 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ【最新情報 Vol.454】） 

 通所介護事業〈送迎が実施されない場合の評価の見直し〉 

【Ｑ】指定通所介護事業所等の設備を利用した夜間及び深夜の指定通所介護等以外のサービス

（宿泊サービス）を連続して利用する場合に、初日と最終日を除き、行き帰りの送迎を実

施しないことになるが、送迎減算（47 単位×2）と同一建物減算（94 単位）のどちらが

適用されるのか。 

【Ａ】同一建物減算（94 単位）については、事業所と同一建物に居住する者又は事業所と同一

建物から事業所に通う者について適用するものであるため、当該事案は送迎減算（47 単

位×2）が適用される。 

なお、初日と最終日についても片道の送迎を実施していないことから、送迎減算（47 単

位）が適用される。 

 

（平成 27 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.2）【事務連絡】） 

（次ページへ続く） 

討し，その内容及び結果について認知症対応型通所介護計画に記載すること。また，

移動介助者及び移動介助時の利用者の様子等について， 記録しなければならない。 

 

 

(16) 送迎を行わない場合の減算（密着算定基準別表３注１８） 

利用者に対して，居宅と認知症対応通所介護事業所との間の送迎を行わない場合 

（利用者が自ら通う場合，家族が送迎を行う場合等）は，片道につき４７単位を所定

単位数から減算する。ただし，同一建物に対する減算の対象となっている場合には， 

減算対象外。 

※送迎の記録（送迎者，送迎時間•手段等）を整備しておくこと。 
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通所系サービス共通〈送迎減算〉 

【問 30】 訪問介護員等による送迎で通所サービスを利用する場合、介護報酬はどのよう算定

すればよいか。 

【答 30】送迎については、通所サービスの介護報酬において評価しており、利用者の心身の状

況により通所サービスの事業所の送迎車を利用することができないなど特別な事情のない

限り、訪問介護員等による送迎を別途訪問介護費として算定することはできない。 

 ただし、利用者が、居宅から病院等の目的地を経由して通所サービスの事業所へ行く場合

や、通所サービスの事業所から病院等の目的地を経由して居宅へ帰る場合等、一定の条件

の下に、令和３年度から訪問介護費を算定することができることとする。 

 なお、訪問介護員等により送迎が行われる場合、当該利用者が利用している通所サービス

の事業所の従業者が当該利用者の居宅と事業所間の送迎を実施していないため、送迎減算

が適用されることに留意すること。 

※ 指定基準、介護報酬等に関するＱ＆Ａ（平成 18 年２月）問 48、平成 18 年４月改

定関 係Ｑ＆Ａ（vol.１）（平成 18  年３月 22  日）問 57  は削除する。 

 通所系サービス共通〈送迎減算〉 

【問 31】 Ａ事業所の利用者について、Ｂ事業所の従業者が当該利用者の居宅とＡ事業所との

間の送迎を行った場合、送迎減算は適用されるのか。 

【答 31】 送迎減算は、送迎を行う利用者が利用している事業所の従業者（問中の事例であれ

ば、Ａ事業所の従業者）が当該利用者の居宅と事業所間の送迎を実施していない場合に適

用されるものであることから、適用される。ただし、Ｂ事業所の従業者がＡ事業所と雇用

契約を締結している場合は、Ａ事業所の従業者（かつＢ事業所の従業者）が送迎を実施し

ているものと解されるため、この限りではない。 

 通所系サービス共通〈送迎減算〉 

【問 32】 Ａ事業所の利用者について、Ａ事業所が送迎に係る業務を委託した事業者により、

当該利用者の居宅とＡ事業所との間の送迎が行われた場合、送迎減算は適用されるのか。 

【答 32】 指定通所介護等事業者は、指定通所介護等事業所ごとに、当該指定通所介護等事業

所の従業者によって指定通所介護等を提供しなければならないこととされている。 

ただし、利用者の処遇に直接影響を及ぼさない業務についてはこの限りではないことか

ら、各通所介護等事業所の状況に応じ、送迎に係る業務について第三者へ委託等を行うこ

とも可能である。なお、問中の事例について、送迎に係る業務が委託され、受託した事業

者により、利用者の居宅と事業所との間の送迎が行われた場合は、送迎減算は適用されな

い。 

 

（令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.3）【最新情報 Vol.952】） 
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(17) サービス提供体制強化加算（宇城市へ届出）（密着算定基準別表３ハ） 

【区分支給限度基準額の算定対象外】 

○次に掲げるいずれかの加算を算定している場合は，次に掲げるその他の加算は算

定しない。 

 

◎サービス提供体制強化加算（Ⅰ） ２２単位／回

次のいずれにも適合すること。 

① 次のいずれかに適合すること。 

ア 単独型•併設型認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対応型通所介護

事業所の介護職員の総数（共用型指定認知症対応型通所介護事業所にあっては，設備

を共用する指定（予防）認知症対応型共同生活介護事業所，地域密着型特定施設，地

域密着型介護老人福祉施設の介護職員の総数を含む。以下同じ。） のうち，介護福祉

士の占める割合１００分の７０以上であること。 

イ 単独型•併設型認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対応型通所介護

事業所の介護職員の総数のうち，勤続年数１０年以上の介護福祉士の占める割合が

１００分の２５以上であること。 

② 定員超過利用•人員基準欠如に該当していないこと。 

 

◎サービス提供体制強化加算（Ⅱ） １８単位／回

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

① 単独型•併設型認知症対応型通所介護事業所又は共用型認知症対応型通所介護事業

所の介護職員の総数のうち介護福祉士の占める割合が１００分の５０以上であるこ

と。 

② 定員超過利用•人員基準欠如に該当していないこと。 

 

◎サービス提供体制強化加算（Ⅲ） ６単位／回

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

① 以下のいずれかに適合すること。 

ア 単独型•併設型認知症対応型通所介護事業所又は共用型認知症対応型通所介護

事業所の介護職員の総数のうち介護福祉士の占める割合が１００分の４０以上で

あること。 

イ 単独型•併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型認知症対応型通所

介護事業所の認知症対応型通所介護を利用者に直接提供する職員の総数（共用型

指定認知症対型通所介護事業所にあっては，設備を共用する（予防）認知症対応

型共同生活介護事業所，指定地域密着型特定施設又は地域密着型介護老人福祉施

設の（予防）認知症対応型共同生活介護，地域密着型特定施設入居者生活介護又

は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の介護職員の総数を含む。）のう

ち，勤続年数７年以上の者の占める割合が１００分の３０以上であること。 

② 定員超過利用•人員基準欠如に該当していないこと。 
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• 職員の割合は，常勤換算方法により算出した前年度（３月を除く。）の平均を用いる。 

• 前年度の実績が６月に満たない事業所は，届出日の属する月の前３月について， 常勤換算方法に

より算出した平均を用いる。この場合，届出を行った月以降においても，毎月継続的に所定の割

合を維持しなければならない。割合は毎月記録し，所定の割合を下回った場合は，速やかに体

制届を提出すること。（新規•再開事業所は４月目以降から届出できる。） 

•介護福祉士は，各月の前月末日時点で資格を取得している者とする。 

•勤続年数は，各月の前月末日時点における勤続年数をいう。 

•勤続年数の算定に当たっては，同一法人の経営する他の介護サービス事業所，病院，社会福祉施

設等においてサービスを利用者に直接提供する職員として勤務した年数を含めることができ

る。 

•認知症対応型通所介護事業，介護予防認知症対応型通所介護事業を一体的に行っている場合

は，加算の計算も一体的に行う。 

全サービス共通〈サービス提供体制強化加算〉 

【Ｑ】サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イとサービス提供体制強化加算（Ⅰ）ロは同時に取得

することは可能か。不可である場合は、サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イを取得してい

た事業所が、実地指導等によって、介護福祉士の割合が６０％を下回っていたことが判明

した場合は、全額返還となるのか。 

【Ａ】サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イとサービス提供体制強化加算（Ⅰ）ロを同時に取得

することはできない。 

また、実地指導によって、サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イの算定要件を満たさないこ

とが判明した場合、都道府県知事等は、支給された加算の一部又は全部を返還させること

が可能となっている。 

なお、サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イの算定要件を満たしていないが、サービス提供

体制強化加算（Ⅰ）ロの算定要件を満たしている場合には、後者の加算を取得するための

届出が可能であり、サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イの返還等と併せて、後者の加算を

取得するための届出を行うことが可能である。 

（平成 27 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.2）【事務連絡】） 

 

※実施上の留意点について 
（密着算定基準留意事項第２の４（１８）で準用する第２の２（１６）④～⑦，第３の２（２５）②） 

 

 

 

(18) 介護職員処遇改善加算•介護職員特定処遇改善加算（宇城市へ届出） 

【区分支給限度基準額の算定対象外】 

 

 

 

(19) 介護職員等ベースアップ等支援加算（宇城市へ届出） 

   算定した単位数の 1000 分の２３に相当する単位数 

※令和４年１０月から適用 

※介護職員等ベースアップ等支援加算については、以下を参照すること。 

・集団指導≪共通編≫ 

・「介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算及び介護職員等ベースアッ

プ等支援加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」

（令和 4 年 6 月 21 日付け老発 0621 第 1 号）※介護保険最新情報 Vol.1082 
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（１８）、（１９）についての詳細は、地域密着型サービス事業所集団指導資料（共通編）資料

参照のこと。 

 

介護予防認知症対応型通所介護事業に関する事項 

（法第８条の２第２項，密着予防基準第２章参照） 

介護予防とは，高齢者が要介護状態若しくは要支援状態となることの予防又は要介護状 

態の軽減若しくは悪化の防止を目的として行うものである。 

認知症対応型通所介護事業者が，介護予防認知症対応型通所介護事業者の指定を併せて 

受け，同じ事業所で一体的に運営されている場合については，人員，設置及び運営に関す 

る基準はほぼ同じであるが，留意すべき事項を以下に掲げる。 

 

介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

１ 介護予防認知症対応型通所介護の基本取扱方針（密着予防基準第４１条） 

•介護予防とは，単に高齢者の運動機能や栄養改善といった特定の機能の改善だけを目指す 

ものではなく，これらの心身機能の改善や環境調整等を通じて，一人ひとりの高齢者ができ

る限り要介護状態にならないで自立した日常生活を営むことができるよう支援すること

を目的として行われるものであること。 

•「利用者の自立の可能性を最大限引き出す支援を行う」ことを基本として，利用者のできる

能力を阻害するような不適切なサービスを提供しないよう配慮すること。 

•提供された指定地域密着型介護予防サービスについては，介護予防認知症対応型通所介護

計画に定める目標達成の度合いや利用者およびその家族の満足度等について常に評価を

行うなど，その改善を図ること。 

 

２ 介護予防認知症対応型通所介護の具体的取扱方針（密着予防基準第４２条） 

•主治医または主治の歯科医師からの情報伝達やサービス担当者会議を通じ 

る等の適切な方法により利用者の状況を把握•分析し，介護予防認知症対応型通所介護

計画を作成しなければならない。計画は，アセスメントに基づき支援の方向性や目標を

明確にし，提供するサービスの具体的内容，所要時間，日程等を明らかにすること 

•介護予防認知症対応型通所介護計画は，その内容について利用者または家族に対して説

明し，同意を得て交付しなければならない。 

•介護予防認知症対応型通所介護計画に記載したサービスの提供を行う計画期間が終了す

るまでに，少なくとも１ 回はモニタリングを行い，その結果 

を記録し，当該記録を介護予防サービス計画を作成した指定介護予防支援事業者に報告

しなければならない。また，介護予防支援事業者に対する実施状況等の報告については，

サービスが介護予防サービス計画に即して適切に提供されているかどうか，当該計画策

定時から利用者の状態等が大きく異なることとなっていないか等を確認するため，毎月

行うもの。 

 

 

 

 


